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第８回西脇市自治基本条例検討委員会次第  

 

                     ○

平成 24年３月 30日(金) 午後７時 00分から 

○西脇市生涯学習まちづくりセンター  

 ２階  会議室２  

 

１  開   会  

 

２  市民憲章朗唱  

 

３  ふるさと創造部長あいさつ  

 

４  協議等  

 ⑴  条例原案の修正について  

 

 

 

 

 ⑵  その他  

 

 

 

 

５  その他  

今後の予定  

 

 

 

６  閉   会  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
わ た し た ち 西 脇 市 民 は  
一  明 朗 で 誠 実 な 人 に な り ま し ょ う    
一  健 康 で 明 る い 家 庭 を つ く り ま し ょ う  
一  支 え あ い 住 み よ い ま ち を つ く り ま し ょ う  
一  自 然 を 愛 し 豊 か な 心 を 育 て ま し ょ う  
一  青 少 年 の 夢 と 希 望 を 育 て ま し ょ う  

西 脇 市 民 憲 章  
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第８回西脇市自治基本条例検討委員会資料  

 

前文  

 わたしたちのまち西脇市は、日本標準時の東経  135°と北緯 35°が

交差する日本の中心に位置し、加古川、杉原川、野間川が流れる自然

豊 か な ま ち で す 。 「 播 磨 国 風 土 記 」 に も 記 さ れ た よ う に 、 古 代 か ら

人々が連綿と生活を営み、播州織、播州釣針、黒田庄和牛といった特

色ある産業が育まれてきました。  

 しかしながら、今日の急激な尐子高齢化や産業構造の 転換などの影

響を受けて、西脇市においても人口減尐や近隣関係の希薄化、地域経

済の停滞といった問題が 起こりつつあります。これらの課題に取り組

むにあたり、地域社会や地方自治体のあり方を 再考する必要がありま

す。  

 わたしたちは、日本国憲法に掲げられた基本的人権が尊重され、人

と人、地域と地域が交流し支え合うまちを 、自らの手でつくりあげ、

次の世代に引き継いでいかなければなりません。  

 そのためには、わたしたち一人ひとりが、より一層郷土を愛する心

を培い、市民が自治の主体であるという自覚を持ち、身近なところか

ら市政及び地域社会の運営に参画すること、そしてさまざまな主体が

協働することが、何よりも必要となります。  

 わたしたちは、今ここに、自治の基本理 念を共有し、学び、育ち合

いながら、地域の個性や自主性を尊重したまちづくりに取り組むこと

を決意して、自治の最高規範となるこの条例を制定します。  

 

《修正案》  

前文  

 わたしたちのまち西脇市は、日本標準時の東経  135度と北緯 35度が

交差する日本列島の中心に位置し、『日本のへそ』を標榜しています。

市内には、加古川、杉原川、野間川が流れ 、田園風景が広がる自然豊

かなまちです。「播磨国風土記」にも記されたように、 古代から人々

が連綿と生活を営み、播州織、播州釣針、黒田庄和牛 などの特色ある

産業が育まれてきました。  

 一方、本市においても今日の急激な尐子高齢化や産業構造の 変化な

どにより、人口減尐や近隣関係の希薄化、地域経済の停滞といった問

題が生じています。これらの課題解決に取り組むに当たり、地域社会

や地方自治のあり方を見つめ直す必要があります。  

 このような状況のもと、わたしたちは、日本国憲法にも掲げられて

いる基本的人権が尊重され、人と人、地域と地域が交流し支え合うま

ちを自らの手でつくりあげ、次の世代に引き継いでいかなければなり

ません。  
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 そのためには、わたしたち一人ひとりが、より一層郷土を愛する心

を培い、市民が自治の主 体であるという自覚を持ち、身近なところか

ら市政及び地域社会の運営に参画 し、さまざまな主体が協働すること

が何よりも必要となります。  

 わたしたちは、今ここに、自治の基本理念を共有し、学び、育ち合

いながら、地域の個性や自主性を尊重したまちづくりに取り組むこと

を決意して、自治の基本規範となるこの条例を制定します。  

 

【解説案】  

自治基本条例は、地方分権時代にふさわしい自治の基本理念や市

民、議会、市長等の自治の主体となる三者の役割や責務等、さらに

市政運営の基本原則等を定めた本市における自治の最高規範（最も

基本となるルール）と位置付けられるものです。  

前文は、このような条例制定の理念や、本市の目指す自治のあり

方を明らかにするとともに、本条例を制定した背景と趣旨を伝える

ものです。  

第１段落では本市の地理的状況や歴史、特徴的な産業について、

第２段落では、今日の社会的背景を示し、これからの地域や地方自

治のあり方についての問題提起を、第３段落と第４段落では、本市

の目指す地域や市政運営のあり方について、第５段落では、この条

例を制定し、まちづくりに取り組んでいくための 決意を宣言として

記述しています。  

 

第１章  総則  

 第１章は、条例の目的、この条例で使われる用語の定義を定めてい

ます。  

 

 （目的）  

第１条  この条例は、西脇市における自治の基本理念と主権者である

市民の権利を明らかにするとともに、市民及び市の果たすべき役割

や市政運営の仕組みを定めることにより、地方自治の本旨に基づく

自治を実現し、自立した 地域社会を創造することを目的とします。  

 

《条例修正案》  

 （目的）  

第１条  この条例は、西脇市における自治の基本理念と主権者である

市民の権利及び責務を明らかにするとともに、市民及び市の果たす

べき役割や市政運営の仕組みを定めることによ り、地方自治の本旨

に基づく自治を実現し、自立した地域社会を創造することを目的と

します。  
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 【逐条解説案】  

 第１条は、条例の目的を定めています。  

  自治基本条例は、市民・議会・行政で構成される西脇市における

自治の基本理念（基本理念に基づく基本原則も含みます。）と主権

者である市民の権利と責務を明らかにするものです。また、自治の

推進に当たっての市民、議会及び行政の役割や住民自治及び参画と

協働のあり方などの市政運営の基本的な仕組みを定めることによっ

て住民自治と団体自治からなる地方自治の本旨に適合した自治を実

現することにより、自己決定・自己責任に基づく地域社会を創造す

ることを目的としています。  

  「地方自治の本旨」（注１） とは、日本国憲法で定められている

地方自治のあるべき姿のことで、「住民自治」と「団体自治」の二

つからなるとされています。  

「住民自治」とは、市民が市政に主権者として民主的なルールに

のっとって参画し、市民の意思と責任に基づいて行政が行われるこ

とと、市民が自分たちが住んでいる地域を自分たちで運営していく

という二つの側面があります。市政への参画の方法には、選挙や 法

律による直接請求権（注２） の行使などと合わせて、様々な機会を

とおして意見を述べたり、政策形成に関わることがあります。  

「団体自治」とは、地方自治体が、国と対等な立場で、その団体

の権限と責任において行政を行うことで、住民自治を拡充すること

と団体自治を推進していくことは密接で切り離せない関係にありま

す。  

 
（ 注 １ ） 「 地 方 自 治 の 本 旨 」  
 【 参 考 】  日 本 国 憲 法  

第 92条  地 方 公 共 団 体 の 組 織 及 び 運 営 に 関 す る 事 項 は 、 地 方 自 治 の 本 旨 に
基 づ い て 、 法 律 で こ れ を 定 め る 。  

 
（ 注 ２ ） 「 直 接 請 求 権 」  
 【 参 考 】  
  直 接 請 求 権 と は 、 住 民 の 発 意 に よ り 、 直 接 地 方 公 共 団 体 に 一 定 の 行 動 を

取 ら せ る 直 接 民 主 制 の 一 種 で 、 地 方 自 治 法 に は 次 の も の が 規 定 さ れ て い ま
す 。  

  ● 条 例 の 制 定 ・ 改 廃 の 請 求 （ 第 74条 ）  
   有 権 者 総 数 の 50分 の １ 以 上 の 署 名 を も っ て 、 地 方 公 共 団 体 の 長 に 請 求  
  ● 地 方 公 共 団 体 の 事 務 監 査 請 求 （ 第 75条 第 １ 項 ）  
   有 権 者 総 数 の 50分 の １ 以 上 の 署 名 を も っ て 、 監 査 委 員 に 請 求  
  ● 地 方 議 会 の 解 散 請 求 （ 第 76条 ）  
   有 権 者 総 数 の ３ 分 の １ 以 上 の 署 名 を も っ て 、 選 挙 管 理 委 員 会 に 請 求  
  ● 首 長 ・ 議 員 の 解 職 請 求 （ 第 80条 、 第 81条 ）  
   有 権 者 総 数 の ３ 分 の １ 以 上 の 署 名 を も っ て 、 選 挙 管 理 委 員 会 に 請 求  
  ● 主 要 公 務 員 の 解 職 請 求 （ 第 86条 ）  
   対 象 と な る 主 要 公 務 員 は 、 都 道 府 県 の 副 知 事 、 市 町 村 の 副 市 町 村 長 、

選 挙 管 理 委 員 、 監 査 委 員 及 び 教 育 委 員 で 、 有 権 者 総 数 の ３ 分 の １ 以 上 の
署 名 を も っ て 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 に 請 求  
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（定義）  

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによります。  

 ⑴  市民  市内に居住する者並びに市内で働く者、学ぶ者、活動す

るもの及び事業を営むものをいいます。  

 ⑵  市  市議会及び市の執行機関を含めた地方公共団体をいいます。  

 ⑶  執行機関  市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公

平委員会、農業委員会及び固定資産評価審査委員会をいいます。  

 ⑷  参画  市の政策の立案、実施、評価及び見直しの各段階におい

て、市民が自主的・主体的に かかわることをいいます。  

 ⑸  協働  自治の推進のために市民及び市がそれぞれの果たすべき

役割と責務を認識し、対等な立場で、協 力・連携することをいい

ます。  

 

《条例修正案》  

（定義）  

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによります。  

 ⑴  市民  市内に居住する者並びに市内で働く者、学ぶ者、活動す  

るもの及び事業を営むもの並びに市の政策等に利害関係を有する

と市長が認めるものをいいます。  

 ⑵  市  議会及び市の執行機関を含めた地方公共団体をいいます。  

 ⑶  執行機関  市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公  

平委員会、農業委員会及び固定資産評価審査委員会をいいます。  

 ⑷  参画  市の政策の立案、実施、評価及び見直しの各段階におい

て、市民が自主的・主体的に 関わることをいいます。  

 ⑸  協働  自治の推進のために市民及び市がそれぞれの果たすべき

役割と責務を認識し、対等な立場で、協力・連携することをいい

ます。  

 

 【逐条解説案】  

   第２条は、この条例を解釈する上での共通認識を持つために、

重要な用語の意味を定義しています。なお、ここでの定義は本条

例が規定する範囲内のものです。  

 ⑴  市民  

   「市民」とは、地方自治法第 10条に定める住民（注３）だけで

なく、市内で働く者や学ぶ者、 活動する個人や団体、事業を営む

個人や団体（法人）、また、本市に納税義務を有する者なども含

めています。活動や事業には、営利活動も非営利活動も含まれま

す。また、「者」は個人を指し、「もの」は個人 のほか団体、企
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業等（法人格の有無を問いません）を含んでいます。  

   ここでは、市民の範囲を広げて定義しますが、これは地域社会

における課題の解決やまちづくりの推進のためには、住民はもと

より西脇市に関わる幅広い人々が協力・連携しあって取り組む必

要があると考えるからです。むしろ、これらの市民の力を 合わせ

ることによって、より豊かな地域社会がつくられる可能性も期待

できます。  

   ただし、具体的な権利や 義務 が問題になる時は、改めて市民の

範囲を限定する必要がありますので、権利や 義務 の内容に照らし

てそれぞれの条項や条例 等で定めます。  

 

（ 注 ３ ） 「 住 民 」  
 【 参 考 】  地 方 自 治 法  
 第 10条  市 町 村 の 区 域 内 に 住 所 を 有 す る 者 は 、 当 該 市 町 村 及 び こ れ を 包 括

す る 都 道 府 県 の 住 民 と す る 。  
 ２  住 民 は 、 法 律 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 そ の 属 す る 普 通 地 方 公 共 団 体 の

役 務 の 提 供 を ひ と し く 受 け る 権 利 を 有 し 、 そ の 負 担 を 分 任 す る 義 務 を 負
う 。  

 

 ⑵  市  

   「市」とは、市民の負託に基づき、団体自治を担う議会と執行

機関をいいます。通常、市という場合には、行政区分としての西

脇市そのものを指す場合や執行機関のみを指す場合があります。

本条例では、用語の定義を 明確にするため、議会と執行機関を合

わせた地方公共団体（注４） を市としています。  

 
（ 注 ４ ） 「 地 方 公 共 団 体 」  
 【 参 考 】  地 方 自 治 法  
 第 １ 条 の ３  地 方 公 共 団 体 は 、 普 通 地 方 公 共 団 体 及 び 特 別 地 方 公 共 団 体 と

す る 。  
 ２  普 通 地 方 公 共 団 体 は 、 都 道 府 県 及 び 市 町 村 と す る 。  
 ３  特 別 地 方 公 共 団 体 は 、 特 別 区 、 地 方 公 共 団 体 の 組 合 、 財 産 区 及 び 地 方

開 発 事 業 団 と す る 。  
 第 ２ 条  地 方 公 共 団 体 は 、 法 人 と す る 。  
 第 89条  普 通 地 方 公 共 団 体 に 議 会 を 置 く 。  

 

 ⑶  執行機関  

   執行機関（注５）とは、市の行政の実務を行う行政機関の こと

をいいます。「市長」とは、市長個人のことではなく、市長とし

ての権限を持つ執行機関のことを指します。  

   また、地方自治法により定められた「委員会・委員」等の執行

機関として、西脇市には現在、教育委員会、選挙管理委員会、監

査委員、公平委員会、農業委員会と固定資産評価審査委員会があ

ります。  
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（ 注 ５ ） 「 執 行 機 関 」  
 【 参 考 】  地 方 自 治 法  
 第  180条 の ５  執 行 機 関 と し て 法 律 の 定 め る と こ ろ に よ り 普 通 地 方 公 共 団

体 に 置 か な け れ ば な ら な い 委 員 会 及 び 委 員 は 、 左 の と お り で あ る 。  
⑴  教 育 委 員 会   
⑵  選 挙 管 理 委 員 会   

 ⑶  人 事 委 員 会 又 は 人 事 委 員 会 を 置 か な い 普 通 地 方 公 共 団 体 に あ  
つ て は 公 平 委 員 会   

⑷  監 査 委 員   
２  前 項 に 掲 げ る も の の ほ か 、 執 行 機 関 と し て 法 律 の 定 め る と こ ろ に よ り

都 道 府 県 に 置 か な け れ ば な ら な い 委 員 会 は 、 次 の と お り で あ る 。   
⑴  公 安 委 員 会   
⑵  労 働 委 員 会   
⑶  収 用 委 員 会   
⑷  海 区 漁 業 調 整 委 員 会   
⑸  内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会   

３  第 １ 項 に 掲 げ る も の の 外 、 執 行 機 関 と し て 法 律 の 定 め る と こ ろ に よ り
市 町 村 に 置 か な け れ ば な ら な い 委 員 会 は 、 左 の と お り で あ る 。   
⑴  農 業 委 員 会   
⑵  固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会   

４  前 ３ 項 の 委 員 会 若 し く は 委 員 の 事 務 局 又 は 委 員 会 の 管 理 に 属 す る 事 務
を 掌 る 機 関 で 法 律 に よ り 設 け ら れ な け れ ば な ら な い も の と さ れ て い る も
の の 組 織 を 定 め る に 当 た つ て は 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 が 第  158条
第 １ 項 の 規 定 に よ り 設 け る そ の 内 部 組 織 と の 間 に 権 衡 を 失 し な い よ う に
し な け れ ば な ら な い 。   

５  普 通 地 方 公 共 団 体 の 委 員 会 の 委 員 又 は 委 員 は 、 法 律 に 特 別 の 定 が あ る
も の を 除 く 外 、 非 常 勤 と す る 。   

６  普 通 地 方 公 共 団 体 の 委 員 会 の 委 員 又 は 委 員 は 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体
に 対 し そ の 職 務 に 関 し 請 負 を す る 者 及 び そ の 支 配 人 又 は 主 と し て 同 一 の
行 為 を す る 法 人 （ 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 が 出 資 し て い る 法 人 で 政 令 で 定
め る も の を 除 く 。 ） の 無 限 責 任 社 員 、 取 締 役 、 執 行 役 若 し く は 監 査 役 若
し く は こ れ ら に 準 ず べ き 者 、 支 配 人 及 び 清 算 人 た る こ と が で き な い 。   

７  法 律 に 特 別 の 定 め が あ る も の を 除 く ほ か 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 委 員 会
の 委 員 又 は 委 員 が 前 項 の 規 定 に 該 当 す る と き は 、 そ の 職 を 失 う 。 そ の 同
項 の 規 定 に 該 当 す る か ど う か は 、 そ の 選 任 権 者 が こ れ を 決 定 し な け れ ば
な ら な い 。   

８  第  143条 第 ２ 項 か ら 第 ４ 項 ま で の 規 定 は 、 前 項 の 場 合 に こ れ を 準 用 す
る 。  

  

 ⑷  参画  

   参画（注６）とは、市民が市の政策の、課題発見、解決策の立

案、実施、評価及び見直しの各段階に市民が自らの役割と責任を

自覚して、自主的、主体的に関わることをいいます。  

   参画は、単なる参加ではなく、政策立案などの意思形成過程に

加わることで、幅広い視点と責任ある発言などが求められます。

このために市民は行政と情報を共有するとともに地域課題や行政

システムについて学習することが必要です。生涯学習の意義もこ

こにあります。  
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 ⑸  協働  

   協働（注６）とは、自治の推進のために市民と市がそれぞれの

果たすべき役割と責務を認識し、 対等な立場で、協力・連携する

ことをいいます。  

   言い換えれば、自治の推進、すなわちまちづくりの共通目標  

（住みよい地域づくりや福祉、安全、環境保全、文化、教育等の

地域課題の解決等）を達成するために、公共サービスの提供や社

会的課題（地域課題）の改善・解決を通して、多様な主体と行政

がそれぞれの役割と責務を自覚しながら、それぞれの特性や資源

等を活かしつつ対等な立場で、協力・連携してより大きな成果を

創り出すことをいいます。  

   協働に当たっては、これらの原則に基づいて行動することが大

切です。  

 
（ 注 ６ ） 「 参 画 」 「 協 働 」  
 【 参 考 】  「 西 脇 市 参 画 と 協 働 の ま ち づ く り ガ イ ド ラ イ ン 」 か ら  
  参 画 と は 、 計 画 の 立 案 に 関 わ る こ と 。 協 働 と は 、 力 を 合 わ せ て 働 く こ と 。

参 画 と 協 働 と は 、 市 民 （ 住 民 、 企 業 、 各 種 団 体 、 行 政 な ど の 社 会 を 構 成
す る 多 様 な 主 体 ） と 行 政 が 一 緒 に な っ て 、 自 分 た ち の ま ち を 住 み よ く 、
暮 ら し や す く す る た め 、 知 恵 や 力 を 出 し 合 い 、 み ん な の こ と は み ん な で
決 め て 、 み ん な の ま ち づ く り に 取 り 組 ん で い く こ と で す 。  

 

第２章  基本理念及び基本原則  

 第２章は、自治の基本理念と基本原則を定めています。  

 

 （基本理念）  

第３条  市民及び市は、次に掲げる基本理念により、自治を推進する

ものとします。  

 ⑴  自治の主体は市民であり、市は主権者である市民の意思を適切

に反映した信託に基づく市政を推進します。  

 ⑵  性別や年齢、国籍、民族、思想信条などにかかわらず、市民一

人ひとりの人権が尊重され、自治の推 進に当たっては、その個性

及び能力が十分発揮される地域社会を形成します。  

 ⑶  自然との共生を図り、各地域が有する様々な資源を有効に活用

するなど次世代に引き継いでいくことができる 、持続可能な循環

型の共生社会を形成します。  

 

《条例修正案》  

 （基本理念）  

第３条  市民及び市は、次に掲げる基本理念により、自治を推進する

ものとします。  
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 ⑴  自治の主体は市民であり、市は主権者である市民の意思を適切

に反映した信託に基づく市政を推進します。  

 ⑵  性別や年齢、国籍、民族、思想信条などにかかわらず、市民一

人ひとりの人権が尊重され、自治の推 進に当たっては、その個性

及び能力が十分発揮される地域社会を形成します。  

 ⑶  自然との共生を図り、各地域が有する様々な資源を有効に活用

するなど次世代に引き継いでいくことができる 持続可能な共生社

会を形成します。  
 

 【逐条解説案】  

第３条では、自治の基本理念について定めています。市民と市

が自治を進めるに当たって、あるべき姿を自治の基本理念として

３つ定めています。  

また、この基本理念について は、本市の行動目標である市民憲

章の考え方を踏まえて定めています。  

第１号では、自治（地域において、市民が自らの意思に基づい

て地域経営について考え、自ら又は代表者を選んで決定し、運 営

していくこと。）の主体が市民であり、市は 主権者である市民

（注７）の意思を適切に反映した、市民の信託に基づく市政を推

進することを宣言しています。  

 
（ 注 ７ ） 「 主 権 者 で あ る 市 民 」  
  《 主 権 の 考 え 方 に つ い て 》  

こ の 条 例 で 、 「 主 権 者 で あ る 市 民 」 と い う 表 記 を し て い ま す が 、
こ の 条 例 に お け る 「 市 民 」 の 定 義 は 、 第 ２ 条 の と お り 広 く 捉 え て い
ま す 。  

日 本 国 憲 法 の 前 文 に 規 定 す る 「 国 民 主 権 」 と は 、 国 政 の あ り 方 を
最 終 的 に 決 定 す る 力 （ 国 民 主 権 ） で す の で 、 自 治 体 に 置 き 換 え れ ば 、
地 方 自 治 法 第 11条 に 規 定 す る 選 挙 権 を 有 す る 住 民 が 主 権 者 で あ り 、
選 挙 を 通 じ て 決 定 権 を 行 使 す る と い う 考 え 方 も あ り ま す 。  

し か し 、 選 挙 権 の な い 住 民 や 市 内 で 働 く 者 や 学 ぶ 者 、 市 内 で 活 動
を す る 個 人 も ま た 西 脇 市 の 地 域 社 会 を 形 成 す る 主 体 （ 自 治 の 担 い
手 ） で す 。 こ の よ う な 個 人 が ま ち の 発 展 に 大 き な 役 割 を 果 た し て い
る こ と を 考 え る と 、 地 方 自 治 法 に 規 定 す る 限 定 的 な 主 権 を ベ ー ス に
ま ち づ く り を 考 え る の で は な く 、 子 ど も た ち も 含 む 自 治 体 を 構 成 す
る 様 々 な 自 治 の 主 体 と 捉 え る こ と の 方 が 現 実 的 で す 。  

し た が っ て 、 こ の 条 例 で は 、 主 権 の 範 囲 を 選 挙 権 の 有 無 に と ど ま
ら ず 、 参 画 と 協 働 の 主 体 で あ る と 捉 え 、 参 画 の 機 会 を 保 障 し 、 協 働
を 推 進 す る こ と に よ っ て 、 魅 力 あ る ま ち を 形 づ く ろ う と す る 考 え 方
を 採 っ て い ま す 。  

 

第２号では、市民一人ひとりの基本的人権が守られ尊重される

ことを自治の根底に置いて、人権を保障された人々だからこそ自

分自身の利益だけでなく、周囲の人に配慮し、相互に助け合う共

助の精神を持ち、支えあう社会をつくっていくことができるとい
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う趣旨です。そうした支えあう社会では、人々は安全・安心に暮

らすことができます。住民自治の目標はそうした社会をつくるこ

とであり、市政の最大の目標もそこにあります。  

第３号では、本市が有する豊かな自然と共生し、先人が築いて

きた自然や文化・伝統などの様々な資源を大切にし 、活用するこ

とによって、それらの資源を伸ばしながら次の世代に引き継いで

いくという持続可能な共生社会をつくっていく決意を宣言してい

ます。  
 
 【 参 考 】 西 脇 市 民 憲 章  

わ た し た ち の 西 脇 市 は 、 豊 か な 自 然 の 中 で 、 こ れ ま で の 歴 史 ・ 伝 統 ・
文 化 を 大 切 に し な が ら 、 織 物 を 産 業 の 中 心 と し て 栄 え て き ま し た 。  

わ た し た ち は 先 人 た ち の た ゆ み な い 努 力 に よ っ て 築 か れ た こ の ま ち を
受 け 継 ぎ 、 次 の 世 代 の 人 々 が 誇 り と 愛 着 を 持 て る ふ る さ と に す る た め に 、
新 し い 時 代 を 切 り 拓 い て い か な け れ ば な り ま せ ん 。  

こ の ま ち で 暮 ら す す べ て の 人 が 、 自 然 を 愛 し 、 互 い に 思 い や り 、 支 え
あ い な が ら 、 喜 び と 生 き が い が 実 感 で き る よ う 、 心 豊 か で 魅 力 あ ふ れ る
ま ち を つ く る た め に 、 こ こ に 市 民 憲 章 を 定 め ま す 。  

わ た し た ち 西 脇 市 民 は  
一  明 朗 で 誠 実 な 人 に な り ま し ょ う  
一  健 康 で 明 る い 家 庭 を つ く り ま し ょ う  
一  支 え あ い 住 み よ い ま ち を つ く り ま し ょ う  
一  自 然 を 愛 し 豊 か な 心 を 育 て ま し ょ う  
一  青 尐 年 の 夢 と 希 望 を 育 て ま し ょ う  

 

 （補完性の原則）  

第４条  市民及び市は、自治を推進するにあたって、まず市民自らが

身近な近隣での協議や実践を行い、それを地域が、さらに市が補完

していくことを原則とします。  

 

《条例修正案》  

 （補完性の原則）  

第４条  市民及び市は、自治を推進するに 当たって、まず市民自らが

身近なところから協議や実践を行い、それを地域が、さらに市が補

完していくことを原則とします。  

 

 【逐条解説案】  

第４条から第７条の４か条では、自治を推進するに当たって基

本とする行動原則を４つ挙げています。  

本条では、補完性の原則を定めています。補完性の原則とは、

身近な問題・課題については、まず 市民自らが行い（自助）、そ

れでできない場合には近隣（隣保）や地域（自治会や地区）で行

い（共助）、それでもできない場合には市が行う（公助） という

ふうに順次補完していく考え方です。 ここでいう「身近なところ



第８回検討委員会資料 2012.3.30 

 11 

から」とは、空間的に近いところ（向こう三軒両隣）や人のつな

がりとして身近なところ（一緒に活動しているグループなど）を

意味しています。  

 

 （多様性の尊重）  

第５条  市民及び市は、多様な価値観を持つ人々の交流が豊かな自治

につながることを認識し、男女共同参画や多文化共生などの理念を

尊重することを原則とします。  

 

 【逐条解説案】  

本条では、多様性尊重の原則を定めています。多様性の尊重と

は、地域社会が多様な人々や団体等で構成されていることを踏ま

えて、それぞれの多様性と個性を認め合い、尊重することです。

多様性を尊重することにより、子どもや高齢者、障害を持つ人、

外国人等全ての人が地域の一員として同じように暮らしていける

豊かな自治につながります。市は、男 女共同参画や多文化共生な

どの理念を尊重しながら、参画や協働の場及び機会を保障しなけ

ればなりません。  

多様な人々、多様な主体が互いに連携しあい地域を運営してい

くことが、地域の強さと持続可能 な地域づくりにつながります。  

 

 （情報の共有）  

第６条  市民及び市は、自治の推進に必要な情報を共有することを原

則とします。  

 

 【逐条解説案】  

本条では、情報共有の原則を定めています。市が持っ ている情

報を積極的に市民に公開し、市民の求めに応じて提供するなど、

市民と情報を共有することから参画や協働が始まります。市民が

自主的なまちづくり活動を行おうとするときにも、行政情報や地

域情報が不可欠です。  

また、市民が市政に参画したり市政を注視する時にも、市の施

策などに関する情報が不可欠です。そのため、市は自主的かつ積

極的に情報を発信していくことが求められます。  

 

 （参画と協働）  

第７条  市民及び市は、自治を推進するため、それぞれの役割及び責

務に基づいて公共の領域を担い、参画・協働することを原則としま

す。  
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《条例修正案》  

 （参画と協働）  

第７条  市民は、自らの意思と責任の下に、市政に参画することを原

則とします。  

２  市民及び市は、自治を推進するため、それぞれの役割及び責務に

基づいて公共の領域を担い、協働することを原則とします。  

 

《再修正案》  

 （参画と協働）  

第７条  市民及び市は、自治を推進するため、それぞれの役割及び責

務に基づいて公共の領域を担い、 参画と協働を推進することを原則

とします。  

 

 【逐条解説案】  

本条では、参画と協働の原則を定めています。自治を推進する

に 当 た っ て は 、 多 様 な 主 体 が そ れ ぞ れ の 役 割 や 責 務 を 自 覚 し な

が ら 課 題 解 決 の 全 て の 段 階 に 関 心 を 持 ち 、 参 画 し 、 共 に 汗 を 流

し 、 共 に 役 割 を 担 い 合 っ て 成 果 を 上 げ る （ 公 共 的 利 益 を 生 み 出

す ） こ と が 重 要 で あ り 、 協 働 す る た め に は 参 画 が 不 可 欠 に な り

ます。  

また、協働は、必ずしも一緒に活動する だけではなく、共通の

目標に対して、それぞれの特性や資源を生かしつつ 成果を上げ、

さらに協力・連携することにより大きな成果につなげ ていくこと

をいいます。  

 

   第３章  情報の共有のための制度  

 第３章では、第６条に定める情報共有の原則を受け、情報共有を進

めるための具体的な施策を定めています。  

 

 （情報の提供）  

第８条  市は、広報及び広聴の充実を図ることにより、市民がまちづ

くり活動に必要とする情報を把握するとともに、当該情報を積極的

かつ効果的に提供するよう努めなければなりません。  

２  市は、情報の提供に当たっては、広報紙、ホームページ等を積極

的に活用し、市政に関する情報を分かりやすく、かつ、入手しやす

い方法で市民に提供するものとします。  

 

《条例修正案》  

 （情報の提供）  

第８条  市は、広報及び広聴の充実を図ることにより、市民がまちづ
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くり活動に必要とする情報を把握するとともに 、当該情報を積極的

かつ効果的に提供するものとします。  

２  市は、情報の提供に当たっては、広報紙、ホームページ等を積極

的に活用し、市政に関する情報を分かりやすく、かつ、入手しやす

い方法で市民に提供するものとします。  

 

 【逐条解説案】  

本条では、情報共有を進めるための基本となる情報の提供につ

いて定めています。  

第１項では、市が、情報提供の基本となる広報及び的確な情報  

提供を行うために必要となる広聴を充実することを定めています。  

広聴を充実することにより、市民が必要とする情報を的確に把

握し、その情報を積極的にしかも効果的に提供するよう広報を充

実することとしています。  

的確な広報を行うためには広聴が必要であり、市民が様々な意

見を述べるためには広報が必要で、広報と広聴はともに非常に深

い関係を持っています。  

第２項では、情報提供の具体的な方法として広報紙、ホーム

ページ、防災行政無線など多様な方法を積極的に活用し、そして

可能な限り多くの市民へ届くよう努めることを定めています。ま

た、情報を提供する際には、分りやすく、しかも入手しやすい方

法で市民に提供することとしています。  

 

 （情報の公開）  

第９条  市は、市民の知る権利を保障し、公正で開かれた市政を推進

するため、別に条例で定めるところにより、市政に関する情報を原

則として公開しなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

本条は、市政に関する情報を原則として公開しなければならな

いことを定めています。 情報公開の際には、西脇市情報公開条例

（平成 17年条例第 21号）が適用されます。  

よって、ここでいう「市民の知る権利」とは、市が有する 全て

の情報を知る権利ではなく、市政に関する情報の内公開すること

のできる情報を知る権利ということになります。  

 

 （個人情報の保護）  

第 10条  市は、市民の基本的人権を守るため、別に条例で定めるとこ

ろにより、個人情報の保護を厳正に行うとともに、自己に係る個人

情報の開示、訂正等を請求する市民の権利に対して適切な措置を講
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じなければなりません。  

２  市は、福祉に関わる諸活動、災害時及び住民同士の交流等に当た  

っては、個人情報を一定の認証手続きを経た市民団体等に提供する

ことができます。  

 

《条例修正案》  

（個人情報の保護）  

第 10条  市は、市民の基本的人権を守るため、別に条例で定めるとこ

ろにより、個人情報の保護を厳正に行うとともに、自己に係る個人

情報の開示、訂正等を請求する市民の権利に対して適切な措置を講

じなければなりません。  

２  市は、災害対応及び福祉に関わる公益目的の諸活動を行う場合に

は、個人情報を一定の手続を経て市民団体等に提供すること ができ

ます。  

 

 【逐条解説案】  

本条は、個人情報の保護について定めています。  

情報公開の一方で、個人のプライバシーや権利、利益を保護す

るためにも、市が保有する個人情報については、厳重な保護が必

要であることを定めています。  

個人情報は、市民等の財産や利益、そして様々な権利を左右し、  

一旦漏れた情報は回復することが困難で、情 報管理の重要さは益  

々増しています。  

本条では、個人情報保護の基本的な事項を定めていますが、具

体的には、西脇市個人情報保護条例（平成 17年条例第 22号）が適

用されます。  

第２項は、個人情報保護が行き過ぎ、本当に必要な時に、必要

なところに、必要な情報が行きわたらない場合の対応について定

めています。特に、災害時において、要支援者に関する情報がな

く救助などに対応できないことも想定されます。かつては、地域

コミュニティで、こうした情報はある程度把握していましたが、

近隣のお付き合いが希薄化するにつれて、相互の助け合いも 、プ

ライバシー感情の高まりとも相まって難しくなっているのが現状

です。  

このような状況の下、災害対応や福祉に関わる公益目的の活動

を行う場合には、個人情報を 個人情報保護条例に基づく手続を経

て団体（例えば、自治会、自主防災組織等）に提供ができること

を定めたものです。  

これらの団体は、一定の 手続を経て個人情報を入手できますが、

その管理を厳正に行うよう団体内部の体制を構築する必要があり
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ます。  

 

 （市民間の情報の共有）  

第 11条  市民は、互いにまちづくり活動に関する情報の交換を行い、

情報の共有に努めるものとします。  

２  市民は、前項に規定する情報の共有に当たっては、個人情報の保

護に十分配慮しなければなりません。  

３  市民公益活動を行うものは、 その活動内容を積極的に公開するよ

う努めるものとします。  

 

《条例修正案》  

 （市民間の情報の共有）  

第 11条  市民は、互いにまちづくり活動に関する情報の交換を行い、

情報の共有に努めるとともに、まちづくり活動を行うものは、その

活動内容を積極的に公開するよう努めるものとします。  

２  市民は、前項に規定する情報の共有に当たっては、個人情報の保

護に十分配慮しなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

本条は、市民間の情報の共有について定めたものです。  

第１項では、市民はまちづくり活動に関して、互いに持ってい

る情報を交換し、情報の共有に努めるとともに、様々なまちづく

り活動を行う個人や団体は、その活動内容を 自主的に提供するた

め、ホームページを開設したり、市の広報紙を活用するなど 積極

的に公開するように努めることを定めています。活動内容を公開

することによって、より活動に広がりを持たせるとともに、一緒

に活動するメンバーを集めることにもつながります。  

まちづくり活動に関する情報についても、各々が持って いるだ

けではなく、互いに情報交換をすることにより、より効果的な活

動へとつながることが期待できます。  

第２項では、まちづくりに関する情報であっても、個人情報の  

保護には十分配慮しなければならない旨を定めています。 しかし、  

個人情報保護を重視する余り、必要以上に個人情報の提供を拒否

するのではなく、コミュニティの形成などにおいて必要不可欠な

情報については、個人情報の有効利用という観点も持ちながら対

応していく必要があります。  

 

   第４章  参画と協働のための制度  

 第４章では、第７条に定める参画と協働の原則を受け 、参画と協働

を進めていくための制度について定めています。  
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 （参画への保障）  

第 12条  市は、市民参画による市政を推進するための制度や施策を講

じ、広く市民が参画する機会を保障しなければなりません。  

２  市は、参画と協働を推進するため、市民に情報提供・啓発・学習

の機会の提供を行うものとします。  

３  執行機関は、市民が市政に参画しないことによって不利益を受け

ることのないよう配慮しなければなりません。  

 

《条例修正案》  

 （参画への保障）  

第 12条  市は、市民参画による市政を推進するための制度 及び施策を

講じ、広く市民が参画する機会を保障しなければなりません。  

２  市は、参画と協働を推進するため、市民に情報 の提供を行うとと

もに、啓発を行い、学習の機会を提供するものとします。  

３  市は、市民が市政に参画しないことによって不利益を受けること

のないよう配慮しなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

第 12条は、参画と協働を推進していく最も基本となる参画の機

会を保障する責務について定めています。  

市民参画による市政を推進するためには、市は、広く市民が参

画できるための施策を講じ、参画する機会を保障する義務があり

ます。  

第２項では、参画を推進するためには、市政に関する情報を市

民に理解していただくために、情報を提供し、啓発を行い、それ

らについて学習する機会を提供することを定めています。  

第３項では、市政への参画は、市民の権利であって、その権利

を行使するか否かはそれぞれの判断によるものであり、強制され

るものではないことから、市 は、市民が市政に参画しないことを

理由に、不利益な取扱いを受けることのないように配慮しなけれ

ばならないことを定めています。  

 

 （参画の推進）  

第 13条  執行機関は、政策の立案、実施、評価及び改善過程への市民

参画を保障するため、次に掲げる事項のうち市民生活に重大な影響

を及ぼすものについては、市民に当該事項に関する情報を提供し、

意見を求めなければなりません。ただし、緊急を要する場合はこの

限りでありません。  

 ⑴  計画の策定、変更又は廃止  

 ⑵  条例の制定、改正又は廃止  
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 ⑶  施策の実施、変更又は廃止  

２  執行機関は、市民に意見を求めるときは、パブリックコメント、

アンケート調査、公聴会の開催等多様な方法で実施するものとしま

す。この場合において、市民に対して十分な情報を提供するととも

に、適切な周知期間を設けなければ なりません。  

３  市民は、前２項に規定する意見を提出するときは、市民間で討議

を行うよう努めるものとします。  

４  執行機関は、前項の目的を達成するため、情報提供、意見交換の

機会の提供等の支援を行わなければなりません。  

 

《条例修正案》  

 （参画の推進）  

第 13条  市は、政策の立案、実施、評価及び見直し過程への市民参画

を保障するため、次に掲げる事項については、市民に当該事項に関

する情報を提供し、意見を求めなければなりません。ただし、緊急

を要する場合等は、この限りでありません。  

 ⑴  市の重要な基本計画、方針等 の策定、変更又は廃止  

 ⑵  市の基本的な制度を定める条例及び義務を課し、又は権利を制  

限することを内容とする条例（金銭の徴収に関するものを除く。）

の制定、改正又は廃止  

 ⑶  市民生活に重大な影響を及ぼすと市が認める施策の実施、変更

又は廃止  

２  市は、市民に意見を求めるときは、パブリックコメント、アンケ  

ート調査、公聴会の開催等のうち適切な方法で実施するものとしま

す。この場合において、市民に対して十分な情報を提供するととも

に、適当な周知期間を設けなければなりません。  

３  市民は、市に意見を提出するときは、市民間で討議を行うよう努

めるものとします。  

４  市は、前項に規定する討議を促進するため、情報提供、意見交換

の機会の提供等を行うよう努めるものとします。  

 

《再修正案》  

 （参画の推進）  

第 13条  市は、政策の立案、実施、評価及び見直し過程への市民参画

を保障するため、次に掲げる事項については、市民に当該事項に関

する情報を提供し、意見を求めなければなりません。ただし、緊急

を要する場合等は、この限りでありません。  

 ⑴  市の重要な基本計画、方針等の策定、変更又は廃止  

 ⑵  市の基本的な制度を定める条例及び義務を課し 、又は権利を制  

限することを内容とする条例（金銭の徴収に関するものを除く。）
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の制定、改正又は廃止  

 ⑶  市民生活に重大な影響を及ぼすと市が認める施策の実施、変更

又は廃止  

２  市は、市民に意見を求めるときは、パブリックコメント、アンケ  

ート調査、公聴会の開催等適切な方法で実施するものとします。こ

の場合において、市民に対して十分な情報を提供するとともに、 適

当な周知期間を設けなければなりません。  

３  市民は、市に意見を提出するときは、市民間で討議を行うよう努

めるものとします。  

４  市は、前項に規定する討議を促進するため、情報提供、意見交換

の機会の提供等を行うよう努めるものとします 。  

 

 【逐条解説案】  

第 13条は、市民参画を推進するための制度について定めていま

す。  

第１項では、政策の各過程への市民参画を保障するため、 でき

る 限 り 市 民 に 情 報 を 提 供 し 、 意 見 を 求 め な け れ ば な ら な い も の

を 第 １ 号 か ら 第 ３ 号 ま で 定 め て い ま す 。 た だ し 、 市 政 運 営 に 関

す る 全 て に つ い て 市 民 参 画 を 行 う こ と は 市 政 運 営 に お け る 効 率

性 と 迅 速 性 を 損 な う こ と と な る こ と か ら 、 「 た だ し 、 」 以 降 で

緊急を要する場合等は例外であることを定めています。  

「緊急を要する場合等」 とは、災害などの不測の事態が生じた

場 合 に は 、 時 間 的 な 制 約 も あ り 、 そ の 意 思 決 定 に 緊 急 性 ・ 迅 速

性 が 求 め ら れ ま す 。 こ の よ う に 、 市 民 の 意 見 を 聴 く こ と に よ り

対 応 が 間 に 合 わ な く な る 場 合 や そ の 他 の 法 令 等 に よ り 一 定 の 基

準が設けられているものなどが該当します。  

市 民 に 情 報 を 提 供 し 、 意 見 を 求 め な け れ ば な ら な い も の と し

て 、 第 １ 号 に 定 め る 「 市 の 重 要 な 基 本 計 画 、 方 針 等 」 と は 、 市

政 全 般 や 環 境 、 福 祉 、 教 育 な ど の 各 行 政 分 野 に お け る 基 本 的 な

計画を指しています。  

第２号に定める「市の基本的な制度を定める条例」とは、市政

全 般 に 係 る 基 本 理 念 や 基 本 方 針 、 個 別 政 策 分 野 に 係 る 基 本 理

念 ・ 基 本 的 な 制 度 を 定 め る 条 例 を 指 し て い ま す 。 ま た 、 「 市 民

に 義 務 を 課 し 、 権 利 を 制 限 す る こ と を 内 容 と す る 条 例 」 と は 、

広 く 一 般 市 民 の 生 活 、 事 業 、 活 動 等 に 大 き な 影 響 を 及 ぼ し 、 違

反 者 に 対 す る 罰 則 規 定 が あ る 条 例 を 指 し て い ま す 。 た だ し 、 税

や 使 用 料 な ど 金 銭 の 徴 収 に 関 す る も の を 除 く こ と と し て い ま

す。  

第３号に定める「市民生活に重大な影響を及ぼすと 市が認める

施 策 」 と は 、 第 １ 号 及 び 第 ２ 号 に 定 め る 計 画 や 条 例 等 に は 該 当
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し な い が 、 そ の 内 容 が こ れ ら に 類 似 し 、 市 民 の 生 活 、 事 業 、 活

動等に重大な影響を与えると 市が認めるものを指します。  

第２項では、市民に意見を求める際の具体的な手法について定

め て い ま す 。 そ れ ぞ れ の 事 案 に 応 じ パ ブ リ ッ ク ・ コ メ ン ト 、 ア

ン ケ ー ト 調 査 、 公 聴 会 の 開 催 等 適 切 な 方 法 を 選 択 し て 行 う こ と

を定めています。  

また、市民に意見を求める際には、十分な情報の提供を行うと

と も に 、 適 当 な 周 知 期 間 を 設 け 、 市 民 が 意 見 を 提 案 す る 機 会 を

確 保 し な け れ ば な ら な い こ と を 定 め て い ま す 。 「 適 当 な 周 知 期

間」とは、１か月程度を目安として設けることとしています。  

第３項では、市民が市に意見を提出する際は、それぞれの立場

や 状 況 に よ っ て 様 々 な 考 え 方 や 意 見 が あ る こ と か ら 、 個 人 的 な

判 断 だ け で な く 、 市 民 同 士 で 討 議 や 意 見 交 換 を 行 い 、 そ の 討 議

等 を 踏 ま え 、 個 人 の 考 え に 偏 ら な い よ う 努 め る こ と を 定 め て い

ます。  

第４項では、第３項に定める討議を促進するためには、計画や

条 例 、 施 策 に つ い て 市 民 に 理 解 を 得 る こ と が 必 要 で あ る こ と か

ら 、 そ れ ら に つ い て 学 習 す る た め に 必 要 な 情 報 提 供 や 、 意 見 交

換を行う場の提供等の支援を行うことを定めています。  

 

 （審議会等の運営）  

第 14条  執行機関は、審議会等の委員の選任に当たっては、市民の多

様性に配慮した委員構成に努めるとともに、原則と して委員の全部

又は一部を市民から公募しなければなりません。  

２  執行機関は、審議会等の会議、 会議資料及び会議録を原則として

公開しなければなりません。  

 

《条例修正案》  

 （審議会等の運営）  

第 14条  執行機関は、審議会等の委員の選任に当たっては、市民の多

様性に配慮した委員構成に努めるとともに、原則として委員の全部

又は一部を市民から公募 するものとします。  

２  執行機関は、審議会等の会議、 会議資料及び会議の記録について、

法令等に定めのあるもの を除き、原則として公開するものとします。  

 

 【逐条解説案】  

第 14条では、審議会等への市民参画について定めています。  

審議会等とは、地方自治法第  138条の４第３項の規定に基づき

設 置 す る 附 属 機 関 及 び そ の 審 議 、 協 議 等 の 結 果 を 市 政 に 反 映 さ

せ る こ と を 主 な 目 的 と し て 、 条 例 等 に 基 づ き 設 置 す る 協 議 会 、
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委員会等を指します。  

審議会等は、市の政策等を策定する際に、できる限り多様な意

見 を 聞 く 場 と し て 重 要 な 役 割 を 果 た し て い ま す 。 こ の た め 審 議

会 等 の 委 員 の 選 任 に 当 た っ て は 、 市 民 の 多 様 性 （ 性 別 、 年 齢 、

居住地、職業など）に配慮した構成にする必要があります。  

そこで、審議会等にどれだけの市民が参画でき るのかが問われ

ま す 。 審 議 会 等 に は 様 々 な 設 置 目 的 が あ り 、 法 令 で 構 成 員 の 枠

が 決 ま っ て い る も の や 高 度 な 専 門 知 識 を 求 め ら れ る も の も あ り 、

一 概 に 公 募 市 民 枠 を 設 定 す る こ と は 困 難 な 場 合 も あ り ま す 。 例

え ば 、 都 市 計 画 審 議 会 で は 学 識 者 と 議 員 を 基 本 と し て 関 係 行 政

機 関 の 職 員 又 は 当 該 市 町 村 の 住 民 の 中 か ら 選 任 さ れ ま す の で 、

公募枠は尐なくなります。  

このような事情により、一定以上の市民公募枠の割合を設定す

る こ と が 困 難 で あ る こ と か ら 、 こ こ で は 「 原 則 と し て 委 員 の 全

部又は一部」と表現しています。  

第２項では、審議会等の公開について定めています 。審議会等

の 公 開 は 、 市 民 の 市 政 へ の 参 画 や 透 明 性 の 高 い 市 政 運 営 推 進 の

基 礎 と な る こ と か ら 、 審 議 会 等 の 会 議 、 会 議 資 料 及 び 会 議 の 記

録 （ 会 議 に お け る 発 言 に つ い て 詳 細 に 記 録 し た も の 、 又 は い わ

ゆ る 要 点 筆 記 な ど 会 議 の 概 要 が わ か る も の を い い ま す 。 ） は 原

則 と し て 公 開 す る こ と と し て い ま す 。 た だ し 、 法 令 等 （ 法 律 、

政 令 、 省 令 、 条 例 、 規 則 な ど ） に よ り 公 開 し な い こ と が 定 め ら

れている場合は除かれることになります。  

 

第５章  住民投票  

 第５章は住民投票についての基本的な事項を定めています。  

 

 （住民投票）  

第 15条  市長は、市政に関わ る重要事項について、直接市民の意思を

確認するため、議会の議決を経て、住民投票の制度を設けることが

できます。  

２  住民投票に参加できる者の資格その他の住民投票の実施に必要な

事項は、それぞれの事案に応じ、別に定める ものとします。ただし、

投票資格者を定めるに当たっては、定住外国人や未成年者の参加に

十分配慮するものとします。  

３  市長及び市議会は、住民投票の結果を尊重しなければな りません。  

 

《条例修正案》  

 （住民投票）  

第 15条  市長は、市政に関わる重要事項について、直接市民の意思を
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確認するため、議会の議決を 経て、住民投票の制度を設けることが

できます。  

２  住民投票に参加できる者の資格その他の住民投票の実施に必要な

事項は、それぞれの事案に応じ、別に定める ものとします。  

３  市長及び議会は、住民投票の結果を尊重しなければな りません。  

 

 【逐条解説案】  

日本の地方自治制度は、市長、議員を住民の代表とする間接民

主 主 義 を 採 用 し て お り 、 住 民 投 票 は 直 接 民 主 主 義 に よ り 、 そ れ

を 補 完 す る 制 度 と 位 置 付 け ら れ る も の で す 。 市 政 に 関 わ る 重 要

事 項 と は 、 広 く 市 民 の 意 思 を 直 接 確 認 す る 必 要 が あ る と 認 め ら

れ る 事 案 を 指 し ま す 。 例 え ば 、 全 国 の 事 例 で は 、 原 子 力 発 電 所

の 建 設 、 産 業 廃 棄 物 処 理 施 設 の 建 設 な ど 、 市 の 直 面 す る 重 要 課

題 や 将 来 に 決 定 的 な 影 響 を 及 ぼ す よ う な 課 題 等 に つ い て 、 住 民

投 票 条 例 の 議 決 を 経 て 、 住 民 投 票 の 制 度 を 設 け る こ と が で き る

としています。  

住民投票は、市民を二分する可能性があるなど住民相互の関係

性 に も 大 き な 影 響 が あ り 、 ま た 、 実 施 に は 相 当 な コ ス ト を 要 す

る も の で あ る た め 、 慎 重 に 行 う べ き で す 。 そ の 意 味 で 市 長 及 び

議会による判断を必要としています。  

実際に実施する場合にも、住民投票事案の論点を明確にし、十

分 な 情 報 提 供 を 行 っ た 上 で 臨 む べ き で 、 市 民 が 的 確 な 判 断 を 下

せるよう準備が必要となります。  

なお、住民投票には、常設型と個別設置型があります。常設型

と は 、 自 治 基 本 条 例 や 住 民 投 票 条 例 等 の 規 定 に よ り 、 一 定 以 上

の 有 権 者 等 の 連 署 が あ れ ば 議 会 の 議 決 を 経 な く と も 住 民 投 票 を

実 施 す る と い う も の で す 。 多 数 の 連 署 が あ れ ば 住 民 投 票 を 実 施

で き る と い う 住 民 の 意 思 を 反 映 し や す い と い う メ リ ッ ト が あ り

ま す が 、 一 方 で 住 民 投 票 の 乱 発 を 招 く 恐 れ が あ る と い う デ メ

リットもあります。  

個別設置型は、本条例のように、地方自治法の規定を準用して

住 民 の 条 例 制 定 請 求 権 を 用 い る も の で す 。 こ の 場 合 、 住 民 投 票

条 例 の 制 定 を 請 求 す る ハ ー ド ル は 低 く な り ま す が 、 議 会 に よ る

議決が必要となり、間接民主主義に適合したものと言えます。  

本条例では、個別設置型を採用しています。  

第２項では、住民投票にかける事案や投票資格者の範囲をどう

す る か 等 に つ い て は 、 事 案 に よ っ て 異 な る と 考 え ら れ る た め 、

事案ごとに住民投票条例で定めるとしています。  

なお、住民投票の対象とする事案については何でもいいという

ものではなく、次の事項は除くこととします。  
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⑴  市の権限に属さない事項  

 例：市が県立病院の設置を決定することなど  

⑵  議会の解散その他法令の規定に基づき住民投票を行うこと

ができる事項  

 例：議会の解散請求（地方自治法第 76条）  

   議員の解職請求（地方自治法第 80条）  

   市長の解職請求（地方自治法第 81条）など  

⑶  市の組織、人事及び財務に関する事項  

 例：○○課の設置、○○部長の降格など  

⑷  市税、分担金、使用料、手数料その他の金銭の徴収に関す

る事項  

 例：市民税の税率の改定、公共施設使用料の改定な ど  

⑸  その他住民投票の実施が不適当と認められる事項  

 

第３項では、市長及び議会は、住民投票の結果を尊重しなけれ

ば な ら な い こ と を 定 め て い ま す 。 現 行 法 の 下 で は 、 住 民 投 票 は

法 的 な 拘 束 力 を 持 た な い た め 、 そ の 結 果 は 市 長 や 議 会 の 選 択 や

決 断 を 拘 束 す る も の で は あ り ま せ ん 。 し か し 、 市 長 及 び 議 会

は 、 住 民 投 票 の 結 果 を 「 尊 重 す る 」 と い う 形 で 事 務 を 行 う 必 要

が あ る と し て い ま す 。 法 的 拘 束 力 は 持 ち ま せ ん が 、 多 数 の 市 民

の 意 見 が 直 接 表 明 さ れ た こ と の 意 味 は 重 く 受 け 止 め ら れ る べ き

であると考えられます。  

 

 （住民投票の実施）  

第 16条  市長は、有権者がその総数の 50分の１以上の者の連署をもっ

て、その代表者から住民投票に関する条例の制定の請求があったと

きは、住民投票実施に関する条例を議会に 提出しなければなりませ

ん。  

２  市長は、当該条例が議決されたときはこれを実施しなければな り

ません。  

３  住民投票は、投票者の総数が当該住民投票に参加できる者の２分

の１に満たないときは成立しないものと します。この場合において、

投票者数のみを公表し開票は行わないものと します。  

 

《条例修正案》  

 （住民投票の請求及び発議）  

第 16条  本市において選挙権を有する者は、その総数の 50分の１以上

の者の連署をもって、その代表者から、住民投票実施に関する条例

の制定を市長に請求することができます。  

２  議員は、議員の定数 の 12分の１以上の者の賛成を得て、 また、市
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長は必要に応じ、住民投票実施に関する条例を議会に提出すること

ができます。  

３  市長は、前２項に定める条例が可決されたときはこれを実施しな

ければなりません。  

 

《再修正案》  

 （住民投票の請求及び発議）  

第 16条  本市において選挙権を有する者は、その総数の 50分の１以上

の者の連署をもって、その代表者から、住民投票実施に関する条例

の制定を市長に請求することができます。  

２  市長は、前項の規定による請求があったときは、住民投票実施に

関する条例を議会に提出しなければなり ません。  

３  議員は、議員の定数の 12分の１以上の者の賛成を得て、また、市

長は必要に応じ、住民投票実施に関する条例を議会に提出すること

ができます。  

４  市長は、前２項に定める条例が可決されたときはこれを実施しな

ければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

第 16条では、住民投票に関する住民からの請求 手続、議員及び

市長の発議について定めています。  

住民投票実施に関する条例は、市長の意思決定によるものだけ

ではなく、住民による直接請求や議員による発議によっても条例

案を提出することは可能であるとされています。このことは地 方

自治法第 74条と第  112条にも定められていますが、住民投票の重

要性を勘案し、この条例においても定めるものです。  

第１項では、本市に選挙権のある者（有権者）が、地方自治法  

第 74条（住民の条例制定改廃請求権）に基づくものの一つとして、  

「○○に関する住民投票条例」の制定を市長に請求できることを

定めています。この場合、市内の有権者総数の 50分の１以上の者

の連署が必要になります。  

 第２項では、第１項に定める住民投票実施に関する条例の制定

請求があった場合は、住民投票実施に関する条例を議会に提出し

なければならないことを定めています。具体的な手続について

は、地方自治法第 74条第３項の規定に基づいて行うことになりま

す。  

第３項では、地方自治法第  112条に基づく、議員の議案提出権

について定めたもので、議員自らによる、住民投票条例の議会へ

の提出と市長自らが、市民生活に関わる極めて重要な事案につい

て、必要であると判断した場合、住民投票条例を議会に提出でき



第８回検討委員会資料 2012.3.30 

 24 

ることを定めています。議員が条例を提案しようとする場合に

は、議員定数の 12分の１以上の者の賛成が必要条件となります。  

第４項では、市民、議員、市長それぞれが発議した住民投 票条

例について、議会において可決された際には住民投票を実施しな

ければならないことを定めています。  

なお、住民投票の期日や住民投票の投票率と開票の関係（例え

ば、一定の投票者数に満たない場合は開票しないなど） 等につい

ては、それぞれの住民投票条例において定めることになります。  

 

第６章  市民自治組織等  

 第６章は、住民自治を推進するための基本となる市民自治組織及び

市民公益活動について定めています。  

 

 （市民自治協議会）  

第 17条  市民は、地域の特性を生かした地域自治を推進するため、市

民自治協議会（共同体意識の 形成が可能な一定の地域において、そ

の地域に居住するすべての個人及び所在する法人その他の団体を構

成員とし、民主的な運営により、地域の課題を解決するために活動

する組織をいいます。）を設置することができます。  

２  市民自治協議会は、自らの活動に責任を持って、自主的かつ自立

的に地域自治の推進に取り組むものとします。  

３  市は、市民主体の自治を推進するため、第１項に規定する市民自

治協議会の活動を尊重し、その活動に対して必要な支援を行うもの

とします。  

 

《条例修正案》  

 （市民自治協議会）  

第 17条  一定のまとまりのある地域内に居住する市民は、市の認証を

経て、その地域内において、居住するすべての個人及び所在する法

人その他の団体で構成される一つの自治組織（以下「市民自治協議

会」といいます。）を設立することができます。  

２  市民自治協議会は、民主的で透明性のある運営を行い、地域の課

題を解決するものとします。  

３  市民自治協議会は、自らの活動に責任を持って、自主的かつ 主体

的に地域自治の推進に取り組むものとします。  

４  市は、市民主体の自治を推進するため、市民自治協議会の活動を

尊重し、その活動に対して必要な支援を行うものとしま す。  

５  市民自治協議会に関して必要な事項は別に定めるものとします。  
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 【逐条解説案】  

  第 17条では、市民自治協議会について定めています。  

  尐子高齢化が進む中で、安全・安心な豊かで住みよい地域社会を

つくっていくためには、身近な課題はできるだけ市民に近いところ

で主体的に解決し、地域の特性を生かした地域づくりに取り組むと

いう補完性の原則に則った地域づくりを進めていく必要があります。  

  また、地域の人々が、将来どのような暮らし方をしたいか、その

ためにはどのようなまちをつくっていきたいかという地域が目 指す

将来像を自ら描き、その実現に向け主体的に取り組んでいくために

も、地域の区長会や地域内の各種団体・グループなどが連携して活

動する市民自治協議会を形成し、お互いに補完できる体制をつくっ

ていくことが必要です。  

  第１項に定める「市民自治協議会」とは、これまで地区まちづく

り活動に取り組んできた、西脇・津万・日野・重春・野村・比延・

芳田・黒田庄の８地区において、地域内に居住する全ての個人や法

人・団体を構成員とし、民主的な運営により 地区の活性化や様々な

地域の課題解決に向け、協力・連携して取り組む組織を想定してい

ます。  

 また、市民自治協議会は、この条例で位置付けることにより、公

共的団体となります。そのため地域内に居住する全ての個人や法人

等を構成員とし、様々な団体が連携することによって、地域代表制

を担保する必要があります。  

  従って、市民自治協議会が実施・提供する公共サービスは、全構

成員に行きわたるべきものであり、提供に当たって差別的な取扱は

できませんし、組織運営及び活動は、構成員誰もが参加できなけれ

ばなりません。しかし、一方で、全住民が構成員になるとはいえ、

市民自治協議会が実施する活動に参加を強制されるわけではあ りま

せん。参加の自由は完全に保障されなければなりません。  

  また、一つの地域に一つの市民自治協議会のみを設置できるとし

ているのは、市民自治協議会は公共的地域自治団体であることから、

一つの地域に独自の主張を持つ２以上の公共的住民自治団体が存在

することは望ましくないためです。地域の多様な主体あるいは個人

は、市民自治協議会に参画し、その中で民主的な議論を通して住民

の総意をかたち作っていくことが求められます。  

  第２項では、市民自治協議会は、民主的で透明性のある運営を行

うという運営の基本的な方法と、地域の課題を 解決するために活動

するという目的を定めています。  

第３項では、市民自治協議会は、自らの活動に責任を持って主体

的に住民自治を推進し、心豊かな地域社会の実現に取り組むという、

市民自治協議会の活動目的を示しています。  
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  第４項では、市は、市民主体の自治を推進するため、市民自治協

議会の活動を尊重し、その活動に必要な支援を行うことを定めてい

ます。様々な支援とは、 補助金の交付などの活動資金に関するもの

や団体運営のマネージメントに関する研修会の開催、先進事例など

に関する情報の提供など、協働の原則に基づく支援になります。  

  第５項では、組織の要件や設立手続などについては、別途詳細に

定めることとしています。  

 

 （市民公益活動）  

第 18条  市は、自発的かつ自主的に行われる非営 利かつ公益的な市民

団体の活動を尊重するとともに、その活動に対して必要な支援を行

うものとします。  

 

 【逐条解説案】  

  第 18条では、市民公益活動について定めています。  

  「市民公益活動」とは、市民が、自発的かつ自主的に行う、広く

市民生活の向上を目的とする非営利で公益的な活動で、地縁によら

ず、活動内容や目的によって人々が結集するテーマ型の市民活動で

す。前条では、地域住民を主体とした活動について定めましたが、

今後、この市民公益活動が、住民自治活動とともにまちづくりの重

要な担い手となっていくと予想されます。  

  市は、市民公益活動を尊重し、その活動に必要な支援を行うこと

を定めています。  

  市民公益活動団体に対する支援として、組織や事業運営のマネー

ジメント等の研修会の開催や、活動に必要な情報や活動拠点の提供、

補助金などの交付が挙げられますが、市はあくまで団体の主体性を

尊重し、過度に指導や監督をすべきではないと考えます。  

 

   第７章  市民・議会・市長等の役割・責務等  

 第７章は、自治の担い手である市民、議会、 市長等について３節

に区分し、権利や役割、責務等について定めています。  

    第１節  市民  

  第１節は市民の権利、市民の役割及び責務、事業者の役割につい

て定めています。  

 

 （市民の権利）  

第 19条  市民は、市政に関する情報を知る権利及び市政に参画する権

利を有します。  

２  市民は、地域における自治活動、その他の公益的活動を推進する

ため、主体的に組織をつくり、自立した活動を行う権利を有します。  
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３  市民は、自ら考え行動するため、生涯にわたり学ぶ権 利を有しま

す。  

４  市長は、前項の目的を達成するため、市民が生涯にわたり学ぶ機

会を保障するよう努めます。  

 

《条例修正案》  

 （市民の権利）  

第 19条  市民は、市政に関する情報を知る権利及び市政に参画する権

利を有します。  

２  市民は、地域における自治活動、その他の公益的活動を推進する

ため、主体的に組織をつくり、自立した活動を行う権利を有します。  

３  市民は、自ら考え行動するため、生涯にわたり学ぶ権利を有しま

す。  

４  市は、前項の目的を達成するため、市民が生涯にわたり学ぶ機会

を保障するよう努めます。  

 

 【逐条解説案】  

  第 19条は、自治に関する市民の権利について定めています。  

  第１項では、市民は市政に関する情報を 知る権利と市政に参画す

る権利を有することを定めています。市民にとって市政に関する情

報は、主権者としての権利を行使するためにも、まちづくり活動を

行うためにも基本となるものです。ただし、第９条にあるとおり、

市が有する全ての情報を知るという権利ではなく、市政に関する情

報の内公開することのできる情報を知る権利を有することを定めて

います。  

  また、参画する権利についても、これからの市政を進めていく上

で基本となる事項ですが、第 12条から第 14条に定める様々な参画の

手法を使うことによる参画の権利を定めています。  

  第２項では、市民は、地域での住民自治活動や目的別の課題解決

に向けた市民公益活動を行うために、自らの意思で組織をつくり、

自立した活動を行う権利を有することを定めています。  

  第３項では、市民の生涯にわたって学習する権利を定めています。

市民が自ら考え行動するためには、社会や行政の仕組みについても

幅広い知識を持ち、また、課題について考える能力を養う必要があ

ります。  

生涯学習は、市民が市民としての権利 を主張したり、人権意識を

高めたりするとき、また、地域の住民自治活動などに参加するとき

に必要な知識などを学ぶ機会としても非常に重要です。  

市民個々人が、生涯学習により身に付けた知識や経験を地域の中

でまちづくりに生かすことにより市が推奨してきた「生涯学習まち
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づくり」の実現に繋がります。  

  第４項では、第３項に定める市民が生涯にわたって学ぶために、

市は学習の機会をできる限り保障することを定めています。ただし、

市民の生涯学習の権利は、他から与えられるだけのものではなく、

市民自らが必要とするものを選択し、自ら学習の プログラムを組み

立てることが必要です。  

 

 （市民の役割及び責務）  

第 20条  市民は、主権者として自治の主体であることを自覚し、互い

に尊重し助け合うとともに、協働による自治の推進に努めます。  

２  市民は、自治の推進に当たっては、次世代にも配慮し、持続可能

な地域社会を築くよう努めます。  

３  市民は、市政の運営に関し、議会及び執行機関 が市民の信託に的

確にこたえているかどうか注視するよう努めます。  

４  市民は、市政に参画するに当たっては、自らの行動及び発言に責

任を持たなければなりません。  

 

《条例修正案》  

 （市民の役割及び責務）  

第 20条  市民は、主権者として自治の主体であることを自覚し、互い

に尊重し助け合うとともに、協働による自治の推進に努めます。  

２  市民は、自治の推進に当たっては、次世代にも配慮し、持続可能

な地域社会を築くよう努めます。  

３  市民は、市政の運営に関し、議会及び執行機関 が市民の信託に的

確にこたえているか注視するよう努めます。  

４  市民は、前条第１項に定める権利の行使に 当たっては、自らの行

動及び発言に責任を持たなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

  第 20条は、市民の役割及び責務について定めています。  

  第１項では、市民は主権者として様々な権利を有していますが、

権利を主張するだけでなく、市民自治の主体であることを自覚して、

自分しかできないことは自ら行い（自助）、 お互いを尊重し、助け

合う（互助・共助）とともに、協働して自治の推進に努めることを

定めています。  

  第２項では、自治を推進するための活動を行うに当たっては、こ

れからの西脇市を担う次世代にも配慮し、持続可能な地域社会を築

くよう努めることを定めています。  

  第３項では、市民は、直接的に市政を 運営する議会や執行機関が

市民の意向を踏まえ、的確に対応しているか注意して見守るよう努
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めることを定めています。  

  第４項では、市民が第 19条第１項に定める市政に関する情報を知

る権利及び市政に参画する権利を行使する際には、自分の利益や感

情から意見を述べるのではなく、常に市全体 のことを念頭に置き、

長期的及び公共的視点をしっかりと持って発言、行動しなければな

らないことを定めています。  

 

 （事業者の役割）  

第 21条  事業者は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を認

識し、環境及び市民生活に配慮した事業活動を 推進し、公益的な活

動への積極的な参加及び支援を行うよう努めます。  

 

《条例修正案》  

 （事業者の役割及び責務）  

第 21条  事業者は、自らの社会的責任を認識し、環境及び市民生活に

配慮した事業活動を推進 するとともに、公益的な活動への積極的な

参加及び支援を行うよう努めるものとします。  

 

 【逐条解説案】  

  第 21条は、事業者の役割について定めています。  

  「事業者」とは、第２条に定める「市内で活動するもの及び事業

を営むもの」を指しています。事業者も、第２条に定める「市民」

の一員ですが、事業者は、事業活動を行 う中で、環境など様々な面

において地域社会への影 響も大きいことから、 独立して条項を定め

ています。  

  事業活動の実施に当たっては、環境や 従業員のワークライフバラ

ンスなどの市民生活にも配慮し、住民自治活動や市民公益活動へ進

んで参加することや支援を行うことが期待され ていることからこの

ように定めています。  

 

    第２節  議会  

  第２節では、議会の役割 等、及び責務と議員の役割及び 責務につ

いて定めています。  

 

 （議会の役割等）  

第 22条  市議会は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）の定めるとこ

ろにより、条例の制定改廃、予算の決定、決算の認定等を議決する

ほか、市政に係る基本的な事項で別に条例で定めるものを議決しま

す。  

２  市議会は、市の最高意思決定機関であるとともに、適正に市政運
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営が行なわれているかを監視し、けん制する機能を果たすものとし

ます。  

 

《条例修正案》  

（議会の役割等）  

第 22条  議会は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）の定めるところ

により、条例の制定改廃、予算の決定、決算の認定等を議決するほ

か、市政に関する基本的な事項で別に条例で定めるものを議決しま

す。  

２  議会は、市の意思決定機関であるとともに、適正に市政運営が行

われているかを監視し、けん制する機能を果たすものとします。  

 

 【逐条解説案】  

  第 22条は、議会の役割及び権限について定めています。議会の役

割と権限については、地方自治法で定められていますが、改めてこ

の条例に規定することで、議会の権限の重要性を明らかにしていま

す。  

  第１項では、議会の議決事項について定めています。議会の議決

事項については、地方自治法第 96条第１項第１号から第 15号まで詳

しく定められていますが、ここではそのうちの代表的なものを挙げ

ています。また、これ以外にも、 地方自治法第 96条第２項の規定に

より、議会が議決すべき事項を条例で定め、これを議決する権限が

あることを定めています。  

  第２項では、議会は市民 に直接選挙によって選ばれる市民の代表

機関であり、市の意思決定機関であることを定めています。また、

第１項に定める事項の議決を行う以外にも、市民の意思が適正に反

映された市政が行われているかどうかを監視・けん制することを定

めています。監視とは、市政に関する予算及び事業の執行状況が適

正であるか、市民のニーズに適切に応えているか、市政に関する自

治の理念及び原則に従っているかな どをチェックし、適正でないと

思われるときは、議会の権限である検査権、調査権等（地方自治法

第 98条、第  100条、第  100条の２）により、執行機関をただすこと

ができます。  

 

 【 参 考 】 議 会 の 権 限 に 関 す る 規 定 （ 地 方 自 治 法 ）  

第 96条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 は 、 次 に 掲 げ る 事 件 を 議 決 し な け れ ば な

ら な い 。   

⑴  条 例 を 設 け 又 は 改 廃 す る こ と 。  

⑵  予 算 を 定 め る こ と 。  

⑶  決 算 を 認 定 す る こ と 。  

⑷  法 律 又 は こ れ に 基 づ く 政 令 に 規 定 す る も の を 除 く ほ か 、 地 方 税 の 賦
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課 徴 収 又 は 分 担 金 、 使 用 料 、 加 入 金 若 し く は 手 数 料 の 徴 収 に 関 す る こ

と 。  

⑸  そ の 種 類 及 び 金 額 に つ い て 政 令 で 定 め る 基 準 に 従 い 条 例 で 定 め る 契

約 を 締 結 す る こ と 。  

⑹  条 例 で 定 め る 場 合 を 除 く ほ か 、 財 産 を 交 換 し 、 出 資 の 目 的 と し 、 若

し く は 支 払 手 段 と し て 使 用 し 、 又 は 適 正 な 対 価 な く し て こ れ を 譲 渡 し 、

若 し く は 貸 し 付 け る こ と 。  

⑺  不 動 産 を 信 託 す る こ と 。  

⑻  前 ２ 号 に 定 め る も の を 除 く ほ か 、 そ の 種 類 及 び 金 額 に つ い て 政 令 で

定 め る 基 準 に 従 い 条 例 で 定 め る 財 産 の 取 得 又 は 処 分 を す る こ と 。  

⑼  負 担 付 き の 寄 附 又 は 贈 与 を 受 け る こ と 。  

⑽  法 律 若 し く は こ れ に 基 づ く 政 令 又 は 条 例 に 特 別 の 定 め が あ る 場 合 を

除 く ほ か 、 権 利 を 放 棄 す る こ と 。  

⑾  条 例 で 定 め る 重 要 な 公 の 施 設 に つ き 条 例 で 定 め る 長 期 か つ 独 占 的 な

利 用 を さ せ る こ と 。  

⑿  普 通 地 方 公 共 団 体 が そ の 当 事 者 で あ る 審 査 請 求 そ の 他 の 不 服 申 立 て 、

訴 え の 提 起 （ 普 通 地 方 公 共 団 体 の 行 政 庁 の 処 分 又 は 裁 決 （ 行 政 事 件 訴

訟 法 第 ３ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 処 分 又 は 同 条 第 ３ 項 に 規 定 す る 裁 決 を い

う 。 以 下 こ の 号 、 第  105条 の ２ 、 第 192条 及 び 第  199条 の ３ 第 ３ 項 に

お い て 同 じ 。 ） に 係 る 同 法 第 11条 第 １ 項 （ 同 法 第 38条 第 １ 項 （ 同 法 第

43条 第 ２ 項 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） 又 は 同 法 第 43条 第 １ 項 に

お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ る 普 通 地 方 公 共 団 体 を 被 告

と す る 訴 訟 （ 以 下 こ の 号 、 第  105条 の ２ 、 第  192条 及 び 第  199条 の ３

第 ３ 項 に お い て 「 普 通 地 方 公 共 団 体 を 被 告 と す る 訴 訟 」 と い う 。 ） に

係 る も の を 除 く 。 ） 、 和 解 （ 普 通 地 方 公 共 団 体 の 行 政 庁 の 処 分 又 は 裁

決 に 係 る 普 通 地 方 公 共 団 体 を 被 告 と す る 訴 訟 に 係 る も の を 除 く 。 ） 、

あ つ せ ん 、 調 停 及 び 仲 裁 に 関 す る こ と 。  

⒀  法 律 上 そ の 義 務 に 属 す る 損 害 賠 償 の 額 を 定 め る こ と 。  

⒁  普 通 地 方 公 共 団 体 の 区 域 内 の 公 共 的 団 体 等 の 活 動 の 総 合 調 整 に 関 す

る こ と 。  

⒂  そ の 他 法 律 又 は こ れ に 基 づ く 政 令 （ こ れ ら に 基 づ く 条 例 を 含 む 。 ）

に よ り 議 会 の 権 限 に 属 す る 事 項   

２  前 項 に 定 め る も の を 除 く ほ か 、 普 通 地 方 公 共 団 体 は 、 条 例 で 普 通 地 方

公 共 団 体 に 関 す る 事 件 （ 法 定 受 託 事 務 に 係 る も の を 除 く 。 ） に つ き 議 会

の 議 決 す べ き も の を 定 め る こ と が で き る 。   

第 98条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 は 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 事 務 （ 自 治

事 務 に あ つ て は 労 働 委 員 会 及 び 収 用 委 員 会 の 権 限 に 属 す る 事 務 で 政 令 で

定 め る も の を 除 き 、 法 定 受 託 事 務 に あ つ て は 国 の 安 全 を 害 す る お そ れ が

あ る こ と そ の 他 の 事 由 に よ り 議 会 の 検 査 の 対 象 と す る こ と が 適 当 で な い

も の と し て 政 令 で 定 め る も の を 除 く 。 ） に 関 す る 書 類 及 び 計 算 書 を 検 閲

し 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 、 教 育 委 員 会 、 選 挙 管 理 委 員 会 、 人 事 委

員 会 若 し く は 公 平 委 員 会 、 公 安 委 員 会 、 労 働 委 員 会 、 農 業 委 員 会 又 は 監

査 委 員 そ の 他 法 律 に 基 づ く 委 員 会 又 は 委 員 の 報 告 を 請 求 し て 、 当 該 事 務

の 管 理 、 議 決 の 執 行 及 び 出 納 を 検 査 す る こ と が で き る 。  

２  議 会 は 、 監 査 委 員 に 対 し 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 事 務 （ 自 治 事 務 に

あ つ て は 労 働 委 員 会 及 び 収 用 委 員 会 の 権 限 に 属 す る 事 務 で 政 令 で 定 め る

も の を 除 き 、 法 定 受 託 事 務 に あ つ て は 国 の 安 全 を 害 す る お そ れ が あ る こ

と そ の 他 の 事 由 に よ り 本 項 の 監 査 の 対 象 と す る こ と が 適 当 で な い も の と

し て 政 令 で 定 め る も の を 除 く 。 ） に 関 す る 監 査 を 求 め 、 監 査 の 結 果 に 関

す る 報 告 を 請 求 す る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お け る 監 査 の 実 施 に つ い
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て は 、 第  199条 第 ２ 項 後 段 の 規 定 を 準 用 す る 。   

第  100条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 は 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 事 務 （ 自

治 事 務 に あ つ て は 労 働 委 員 会 及 び 収 用 委 員 会 の 権 限 に 属 す る 事 務 で 政 令

で 定 め る も の を 除 き 、 法 定 受 託 事 務 に あ つ て は 国 の 安 全 を 害 す る お そ れ

が あ る こ と そ の 他 の 事 由 に よ り 議 会 の 調 査 の 対 象 と す る こ と が 適 当 で な

い も の と し て 政 令 で 定 め る も の を 除 く 。 次 項 に お い て 同 じ 。 ） に 関 す る

調 査 を 行 い 、 選 挙 人 そ の 他 の 関 係 人 の 出 頭 及 び 証 言 並 び に 記 録 の 提 出 を

請 求 す る こ と が で き る 。  

２  民 事 訴 訟 に 関 す る 法 令 の 規 定 中 証 人 の 訊 問 に 関 す る 規 定 は 、 こ の 法 律

に 特 別 の 定 が あ る も の を 除 く 外 、 前 項 の 規 定 に よ り 議 会 が 当 該 普 通 地 方

公 共 団 体 の 事 務 に 関 す る 調 査 の た め 選 挙 人 そ の 他 の 関 係 人 の 証 言 を 請 求

す る 場 合 に 、 こ れ を 準 用 す る 。 但 し 、 過 料 、 罰 金 、 拘 留 又 は 勾 引 に 関 す

る 規 定 は 、 こ の 限 り で な い 。  

３  第 １ 項 の 規 定 に よ り 出 頭 又 は 記 録 の 提 出 の 請 求 を 受 け た 選 挙 人 そ の 他

の 関 係 人 が 、 正 当 の 理 由 が な い の に 、 議 会 に 出 頭 せ ず 若 し く は 記 録 を 提

出 し な い と き 又 は 証 言 を 拒 ん だ と き は 、 ６ 箇 月 以 下 の 禁 錮 又 は 10万 円 以

下 の 罰 金 に 処 す る 。   

４  議 会 は 、 選 挙 人 そ の 他 の 関 係 人 が 公 務 員 た る 地 位 に お い て 知 り 得 た 事

実 に つ い て は 、 そ の 者 か ら 職 務 上 の 秘 密 に 属 す る も の で あ る 旨 の 申 立 を

受 け た と き は 、 当 該 官 公 署 の 承 認 が な け れ ば 、 当 該 事 実 に 関 す る 証 言 又

は 記 録 の 提 出 を 請 求 す る こ と が で き な い 。 こ の 場 合 に お い て 当 該 官 公 署

が 承 認 を 拒 む と き は 、 そ の 理 由 を 疏 明 し な け れ ば な ら な い 。   

５  議 会 が 前 項 の 規 定 に よ る 疏 明 を 理 由 が な い と 認 め る と き は 、 当 該 官 公

署 に 対 し 、 当 該 証 言 又 は 記 録 の 提 出 が 公 の 利 益 を 害 す る 旨 の 声 明 を 要 求

す る こ と が で き る 。   

６  当 該 官 公 署 が 前 項 の 規 定 に よ る 要 求 を 受 け た 日 か ら 20日 以 内 に 声 明 を

し な い と き は 、 選 挙 人 そ の 他 の 関 係 人 は 、 証 言 又 は 記 録 の 提 出 を し な け

れ ば な ら な い 。   

７  第 ２ 項 に お い て 準 用 す る 民 事 訴 訟 に 関 す る 法 令 の 規 定 に よ り 宣 誓 し た

選 挙 人 そ の 他 の 関 係 人 が 虚 偽 の 陳 述 を し た と き は 、 こ れ を ３ 箇 月 以 上 ５

年 以 下 の 禁 錮 に 処 す る 。   

８  前 項 の 罪 を 犯 し た 者 が 議 会 に お い て 調 査 が 終 了 し た 旨 の 議 決 が あ る 前

に 自 白 し た と き は 、 そ の 刑 を 減 軽 し 又 は 免 除 す る こ と が で き る 。   

９  議 会 は 、 選 挙 人 そ の 他 の 関 係 人 が 、 第 ３ 項 又 は 第 ７ 項 の 罪 を 犯 し た も

の と 認 め る と き は 、 告 発 し な け れ ば な ら な い 。 但 し 、 虚 偽 の 陳 述 を し た

選 挙 人 そ の 他 の 関 係 人 が 、 議 会 の 調 査 が 終 了 し た 旨 の 議 決 が あ る 前 に 自

白 し た と き は 、 告 発 し な い こ と が で き る 。   

10 議 会 が 第 １ 項 の 規 定 に よ る 調 査 を 行 う た め 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 区

域 内 の 団 体 等 に 対 し 照 会 を し 又 は 記 録 の 送 付 を 求 め た と き は 、 当 該 団 体

等 は 、 そ の 求 め に 応 じ な け れ ば な ら な い 。   

11 議 会 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ る 調 査 を 行 う 場 合 に お い て は 、 予 め 、 予 算

の 定 額 の 範 囲 内 に お い て 、 当 該 調 査 の た め 要 す る 経 費 の 額 を 定 め て 置 か

な け れ ば な ら な い 。 そ の 額 を 超 え て 経 費 の 支 出 を 必 要 と す る と き は 、 更

に 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。   

12 議 会 は 、 会 議 規 則 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 議 案 の 審 査 又 は 議 会 の 運 営

に 関 し 協 議 又 は 調 整 を 行 う た め の 場 を 設 け る こ と が で き る 。   

13 議 会 は 、 議 案 の 審 査 又 は 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 事 務 に 関 す る 調 査 の

た め そ の 他 議 会 に お い て 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 会 議 規 則 の 定 め る

と こ ろ に よ り 、 議 員 を 派 遣 す る こ と が で き る 。   

14 普 通 地 方 公 共 団 体 は 、 条 例 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 そ の 議 会 の 議 員 の
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調 査 研 究 に 資 す る た め 必 要 な 経 費 の 一 部 と し て 、 そ の 議 会 に お け る 会 派

又 は 議 員 に 対 し 、 政 務 調 査 費 を 交 付 す る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い

て 、 当 該 政 務 調 査 費 の 交 付 の 対 象 、 額 及 び 交 付 の 方 法 は 、 条 例 で 定 め な

け れ ば な ら な い 。   

15 前 項 の 政 務 調 査 費 の 交 付 を 受 け た 会 派 又 は 議 員 は 、 条 例 の 定 め る と こ

ろ に よ り 、 当 該 政 務 調 査 費 に 係 る 収 入 及 び 支 出 の 報 告 書 を 議 長 に 提 出 す

る も の と す る 。   

16 政 府 は 、 都 道 府 県 の 議 会 に 官 報 及 び 政 府 の 刊 行 物 を 、 市 町 村 の 議 会 に

官 報 及 び 市 町 村 に 特 に 関 係 が あ る と 認 め る 政 府 の 刊 行 物 を 送 付 し な け れ

ば な ら な い 。   

17 都 道 府 県 は 、 当 該 都 道 府 県 の 区 域 内 の 市 町 村 の 議 会 及 び 他 の 都 道 府 県

の 議 会 に 、 公 報 及 び 適 当 と 認 め る 刊 行 物 を 送 付 し な け れ ば な ら な い 。   

18 議 会 は 、 議 員 の 調 査 研 究 に 資 す る た め 、 図 書 室 を 附 置 し 前 ２ 項 の 規 定

に よ り 送 付 を 受 け た 官 報 、 公 報 及 び 刊 行 物 を 保 管 し て 置 か な け れ ば な ら

な い 。   

19 前 項 の 図 書 室 は 、 一 般 に こ れ を 利 用 さ せ る こ と が で き る 。   

第  100条 の ２  普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 は 、 議 案 の 審 査 又 は 当 該 普 通 地 方

公 共 団 体 の 事 務 に 関 す る 調 査 の た め に 必 要 な 専 門 的 事 項 に 係 る 調 査 を 学

識 経 験 を 有 す る 者 等 に さ せ る こ と が で き る 。  

 

 （議会の責務）  

第 23条  市議会は、市民との情報共有・意見交換を図り、開かれた議

会運営に努めなければなりません。  

２  市議会は、市政を調査し、条例議案を提出するなど政策形成機能

の強化とその活用に努めなければなりません。  

 

《条例修正案》  

 （議会の責務）  

第 23条  議会は、市民との情報共有 及び意見交換を図り、開かれた議

会運営に努めなければなりません。  

２  議会は、市民の意思を把握し、政策形成機能の強化とその活用に

努めなければなりません。  

 

《再修正案》  

 （議会の責務）  

第 23条  議会は、市民との情報共有 及び意見交換を図り、開かれた議

会運営に努めなければなりません。  

２  議会は、広く市政を調査するとともに 市民の意思を把握し、政策

形成機能の強化とその活用に努めなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

  第 23条は、議会の責務を定めています。  

  第１項では、開かれた議会運営について定めています。議会は原

則として会議等（本会議のほか常任委員会、 議会運営委員会、特別
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委員会等があります。）を公開し、いつでも市民が傍聴できるよう

に努めなければなりません。ただし、地方自治法には出席議員の３

分の２以上の議決で非公開とすることができる 規定（地方自治法第  

115条）があります。  

  第２項では、議会の政策 形成機能の強化について定めています。

地方分権が進み、地方自治体は国や県と対等な立場となり、自律的

に行政を執行する必要があります。このため、 執行機関は言うまで

もなく、議会においても自治立法力が求められます。そこで、議会

は、広く市政を調査するとともに 市民の意向を把握し、議案を提出

する等、政策形成機能の強化に努めなければならないとしています。  

 

 【 参 考 】 議 会 の 公 開 に 関 す る 規 定 （ 地 方 自 治 法 ）  

第  115条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 の 会 議 は 、 こ れ を 公 開 す る 。 但 し 、 議

長 又 は 議 員 ３ 人 以 上 の 発 議 に よ り 、 出 席 議 員 の ３ 分 の ２ 以 上 の 多 数 で 議

決 し た と き は 、 秘 密 会 を 開 く こ と が で き る 。   

２  前 項 但 書 の 議 長 又 は 議 員 の 発 議 は 、 討 論 を 行 わ な い で そ の 可 否 を 決 し

な け れ ば な ら な い 。  

 

 （議員の責務）  

第 24条  市議会議員は、市民の信託に応え、すべての市民のために誠

実に職務を遂行するとともに、その責務を果たすため、自己の研さ

んに努めなければなりません。  

 

《条例修正案》  

 （議員の役割及び責務）  

第 24条  議員は、市民の信託に応え、公正かつ誠実に職務を遂行する

とともに、その責務を果たすため、自己の研さんに努めなければな

りません。  

 

 【逐条解説案】  

  第 24条 は 、 議 員 の 責 務 に つ い て 定 め て い ま す 。 議 会 は 、 議 員 に

よって構成され、議員一人ひとりの活動を通じて議会の役割と責務

を果たしていくもので、ここでは議員個人の責務を定めています。  

  議員は、直接選挙によって市民に選ばれた市民の代表であり 、市

民の信託を受けて、市の課題や市民ニーズを把握するとともに、常

に市民全体の福祉の向上を念頭に置き審議することによって、住民

の意思を市政に反映させる職務（役割と責務）を果たすよう努めな

ければなりません。また、分権時代における議会の役割を果たすた

め、議員個人の審議能力や政策形成能力などをさらに向上させる必

要があります。このため、議員は、自ら自己の 識見を高めるための

研さんを行うべきことを定めています。  
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    第３節  市長及び市職員  

  第３節では、市の代表者としての市長の役割と責務、職員の責務

について定めています。  

 

 （市長の役割と責務）  

第 25条  市長は、地方自治法に定める職務を行うほか、市の代表者と

して、市民の信託に応え、市民全体の福利向上のために権限を適正

に行使し、公正かつ誠実に市政運 営を行なわなければなりません。  

２  市長は、この条例に定める基本理念及び基本原則にのっとり、自

治の推進及び市民福祉の向上に必要な措置を講じなければなりませ

ん。  

 

《条例修正案》  

 （市長の役割及び責務）  

第 25条  市長は、市の代表者として、市民の信託に応え、市民全体の

福祉の向上のために権限を適正に行使するとともに、この条例に定

める基本理念及び基本原則にのっとり、公正かつ誠実に市政運営を

行わなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

  第 25条は、市長の役割と責務について定めています。  

  地方自治法に定められた市長の権限と責務（長の統括代表権、事

務の管理及び執行権）を改めて明記したもので、市長は、市の代表

者であり、市民の意向を踏まえて市民の信託に応えるとともに、市

民全体の福祉の向上を目指し、市民自治を基本とした市政運営を行

わなければならないことを定めています。  

  また、市長は本条例第３条に定める基本理念と第４条から第７条

に定める基本原則にのっとって自治を推進するとともに、公正かつ

誠実に市政運営を行わなければならないことを定めています。    

 
 【 参 考 】 長 の 権 限 及 び 責 務 に 関 す る 規 定 （ 地 方 自 治 法 ）  

第  147条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 を 統 括 し 、 こ
れ を 代 表 す る 。  

第  148条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 事 務 を 管 理
し 及 び こ れ を 執 行 す る 。  

第  149条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 概 ね 左 に 掲 げ る 事 務 を 担 任 す る 。   
⑴  普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 の 議 決 を 経 べ き 事 件 に つ き そ の 議 案 を 提 出

す る こ と 。   
⑵  予 算 を 調 製 し 、 及 び こ れ を 執 行 す る こ と 。   
⑶  地 方 税 を 賦 課 徴 収 し 、 分 担 金 、 使 用 料 、 加 入 金 又 は 手 数 料 を 徴 収 し 、

及 び 過 料 を 科 す る こ と 。   
⑷  決 算 を 普 通 地 方 公 共 団 体 の 議 会 の 認 定 に 付 す る こ と 。   
⑸  会 計 を 監 督 す る こ と 。   
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⑹  財 産 を 取 得 し 、 管 理 し 、 及 び 処 分 す る こ と 。   
⑺  公 の 施 設 を 設 置 し 、 管 理 し 、 及 び 廃 止 す る こ と 。   
⑻  証 書 及 び 公 文 書 類 を 保 管 す る こ と 。   
⑼  前 各 号 に 定 め る も の を 除 く 外 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 事 務 を 執 行

す る こ と 。  
第  153条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 そ の 権 限 に 属 す る 事 務 の 一 部 を そ の

補 助 機 関 で あ る 職 員 に 委 任 し 、 又 は こ れ に 臨 時 に 代 理 さ せ る こ と が で き
る 。  

第  154条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 そ の 補 助 機 関 で あ る 職 員 を 指 揮 監 督
す る 。  

第  154条 の ２  普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 そ の 管 理 に 属 す る 行 政 庁 の 処 分
が 法 令 、 条 例 又 は 規 則 に 違 反 す る と 認 め る と き は 、 そ の 処 分 を 取 り 消 し 、
又 は 停 止 す る こ と が で き る 。  

第  156条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 前 条 第 １ 項 に 定 め る も の を 除 く 外 、
法 律 又 は 条 例 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 保 健 所 、 警 察 署 そ の 他 の 行 政 機 関
を 設 け る も の と す る 。  

２  前 項 の 行 政 機 関 の 位 置 、 名 称 及 び 所 管 区 域 は 、 条 例 で こ れ を 定 め る 。   
３  第 ４ 条 第 ２ 項 の 規 定 は 、 第 １ 項 の 行 政 機 関 の 位 置 及 び 所 管 区 域 に こ れ

を 準 用 す る 。  
４  国 の 地 方 行 政 機 関 （ 駐 在 機 関 を 含 む 。 以 下 本 条 中 こ れ に 同 じ 。 ） は 、

国 会 の 承 認 を 経 な け れ ば 、 こ れ を 設 け て は な ら な い 。 国 の 地 方 行 政 機 関
の 設 置 及 び 運 営 に 要 す る 経 費 は 、 国 に お い て こ れ を 負 担 し な け れ ば な ら
な い 。   

５  前 項 の 規 定 は 、 司 法 行 政 及 び 懲 戒 機 関 、 地 方 入 国 管 理 局 の 支 局 及 び 出
張 所 並 び に 支 局 の 出 張 所 、 警 察 機 関 、 官 民 人 材 交 流 セ ン タ ー の 支 所 、 検
疫 機 関 、 防 衛 省 の 機 関 、 税 関 の 出 張 所 及 び 監 視 署 、 税 関 支 署 並 び に そ の
出 張 所 及 び 監 視 署 、 税 務 署 及 び そ の 支 署 、 国 税 不 服 審 判 所 の 支 部 、 地 方
航 空 局 の 事 務 所 そ の 他 の 航 空 現 業 官 署 、 総 合 通 信 局 の 出 張 所 、 電 波 観 測
所 、 文 教 施 設 、 国 立 の 病 院 及 び 療 養 施 設 、 気 象 官 署 、 海 上 警 備 救 難 機 関 、
航 路 標 識 及 び 水 路 官 署 、 森 林 管 理 署 並 び に 専 ら 国 費 を も つ て 行 う 工 事 の
施 行 機 関 に つ い て は 、 こ れ を 適 用 し な い 。   

第  157条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 区 域 内 の 公
共 的 団 体 等 の 活 動 の 綜 合 調 整 を 図 る た め 、 こ れ を 指 揮 監 督 す る こ と が で
き る 。   

２  前 項 の 場 合 に お い て 必 要 が あ る と き は 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 当
該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 区 域 内 の 公 共 的 団 体 等 を し て 事 務 の 報 告 を さ せ 、
書 類 及 び 帳 簿 を 提 出 さ せ 及 び 実 地 に つ い て 事 務 を 視 察 す る こ と が で き る 。   

３  普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 区 域 内 の 公 共 的 団
体 等 の 監 督 上 必 要 な 処 分 を し 又 は 当 該 公 共 的 団 体 等 の 監 督 官 庁 の 措 置 を
申 請 す る こ と が で き る 。   

４  前 項 の 監 督 官 庁 は 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 の 処 分 を 取 り 消 す こ と が で
き る 。  

第  158条  普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 そ の 権 限 に 属 す る 事 務 を 分 掌 さ せ る
た め 、 必 要 な 内 部 組 織 を 設 け る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て 、 当 該
普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 の 直 近 下 位 の 内 部 組 織 の 設 置 及 び そ の 分 掌 で き る
事 務 に つ い て は 、 条 例 で 定 め る も の と す る 。  

２  普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 前 項 の 内 部 組 織 の 編 成 に あ た っ て は 、 当 該
普 通 地 方 公 共 団 体 の 事 務 及 び 事 業 の 運 営 が 簡 素 か つ 効 率 的 な も の と な る
よ う 十 分 配 慮 し な け れ ば な ら な い 。  

 

 （職員の責務）  

第 26条  市の職員は、市民全体のために働く者として、法令を遵守し、
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市民の立場に立って、創意工夫し、公正で誠実かつ効率的に職務を

遂行しなければなりません。  

２  市の職員は、職務の遂行に必要な知識、技能等の向上に努めなけ

ればなりません。  

３  市の職員は、自らも市民としての自覚を持ち、積極的に 地域活動

等に参加するよう努めなければなりません。  

４  市の職員は、地域の課題解決に向け、必要に応じて市民と市との

意思疎通を図るための役割を担うよう努めなければなりません。  

 

【条例修正案】  

 （市職員の責務）  

第 26条  市職員（以下「職員」といいます。） は、市民全体のために

働く者として、法令を遵守し、市民の立場に立って、創意工夫し、

公正で誠実かつ効率的に職務を遂行しなければなりません。  

２  職員は、職務の遂行に必要な知識、技能等の向上に努めなければ

なりません。  

３  職員は、自らも市民としての自覚を持ち、積極的に 地域活動等に

参加するよう努めなければなりません。  

４  職員は、地域の課題解決に向け、必要に応じて市民と市との意思

疎通を図るための役割を担うよう努めなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

  第 26条は、職員の責務を定め ています。  

  職員は、地方分権の流れの下、地域自治を基本としたまちづくり

を進めていかなければならないなど、常に新しい課題に取り組むこ

とが求められます。このため、第１項では、市長の指揮のもと市民

全体のために、法令を遵守するとともに、市民の立場に立って、創

意工夫を図り、公正で誠実かつ効率的に職務を遂行しなければなら

ないことを定めています。  

  第２項では、職員として求められる責務を果たすために、 能力を

高め、職務に必要な知識や技能な どの向上に努めることを定めてい

ます。自らの能力を高めるためには、研修等に積極的に参加するだ

けでなく、自ら学ぶ姿勢を持つことが必要です。特に最近では、世

界的視野での政治・経済・社会の動きを知ることなく行政運営を進

めることは困難になっているため、行政の先進事例だけでなく、民

間企業などの活動からも学ぶべきことが多くなっています。また、

参画と協働や住民自治などの基礎を学び、市民と共にまちづくりを

進めるための能力開発も不可欠となっています。  

  第３項では、職員も一人の地域住民としての自覚を持ち、職員と

しての知識やノウハウを生かして地域課題の把握や解決などの活動、
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あるいは様々なボランティア活動などに参加するよう努めることを

定めています。  

  第４項では、第３項で定める活動に参加することと併せて、地域

で把握した課題で地域だけでは対応できないことなどについて、市

へ情報を伝え、必要な対策を図るという役割を担うよう努めること

を定めています。  

 

   第８章  市政運営  

  第８章では、市政運営の基本となる総合計画、行政組織、財政運

営等のあり方について定めるとともに、開かれた行政を行うために

必要となる具体的な取組について定めていま す。  

 

 （総合計画）  

第 27条  市は、総合的かつ計画的に市政を運営するため、目指すべき

将来像を定める基本構想、これを実現するための事業を定める基本

計画及び事業の進め方を明らかにする行動計画により構成される総

合計画を策定しなければなりません。  

２  総合計画は、市の政策を定める最上位の計画であり、市が行う政

策は、緊急を要するものを除き、総合計画に基づかなければなりま

せん。  

３  総合計画の策定に当たっては、広く市民の参画を得るものとし、

基本構想については、議会の議決を経なければなりません。  

４  市は、総合計画について、常に社会の変化に対応できるよう検討

を加え、必要に応じて見直しを図らなければなりません。  

５  市は、総合計画の進行を管理し、その進行状況を公表しなければ

なりません。  

６  市長は、前項に規定する進行管理を行うに当たって、検討委員会

を設置することができます。  

 

《条例修正案》  

 （総合計画）  

第 27条  市は、この条例で定める基本理念及び基本原則に基づき、市

の最上位計画として、基本構想、基本計画及び行動計画により構成

される総合計画を策定し、総合的かつ計画的な市政を運営するもの

とします。  

２  市は、総合計画の策定に当たっては、市民の意見の適切な反映に

努めるため、広く市民の参画を得るものとし、基本構想については、

別に条例で定めるところにより、議会の議決を経るものとします。  

３  市は、個別政策分野に係る計画を策定するときは、総合計画との

整合を図るものとします。  
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４  市は、総合計画について市民への周知を図り、その進行管理を適

正に行うとともに、社会情勢に十分配慮し、必要に応じて見直しを

図らなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

  第 27条は総合計画について定めています。  

  第１項では、市は、本条例第３条の基 本理念及び第４条から第７

条の基本原則に基づいて、総合計画が本市における政策の最上位計

画であることを踏まえ、市の将来像を定める基本構想、これを実現

するための方策を定める基本計画、そして具体的事業を体系化した

行動計画の３層構造により構成される総合計画を策定し、その計画

に基づいて総合的かつ計画的な市政を運営することを定めています。  

総合計画のうち、基本構想については、これまで地方自治法にお

いてその策定が義務付けられていましたが、平成 23年５月２日公布、

平成 23年８月１日施行の改正地方自治法によりその義務付けが撤廃

されました。  

  しかし、効果的な市政運営を行っていくためには、総合計画は必

要不可欠であるためこの条例においてその策定義務を定めています。  

  第２項では、総合計画の策定に当たっては市民の参画を得て、広

く市民の意見を反映するとともに、基本構想については議会の議決

を経なければならないこととしています。議会での議決に当たって

は、地方自治法第 96条第２項に基づく議決事項を定める条例による

こととしています。  

  第３項では、第１項に定める最上位計画であることに基づき、個

別政策分野に係る計画を策定する際には、総合計画 との整合を図ら

なければならないとしています。  

  第４項では、総合計画の推進及び見直しについて定めています。

総合計画についてその内容を市民へ分かりやすく周知することと併

せて、適正な進行管理を行い、社会情勢の 変化などに応じて計画の

見直しを行うことを定めています。  

  総合計画は、長期間にわたる計画ですから、硬直的に運用するの

ではなく、社会の変化に対応できるよう検討を加え、必要に応じて

見直しを行うことが必要です。  

 

 （説明責任）  

第 28条  市は、市政運営における公正を確保し、透明性を向上させる

ため、政策及び計画の立案、実施、評価及び見直しの各段階におい

て、市政について市民に分かりやすく説明しなければなりません。  
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《条例修正案》  

 （説明責任）  

第 28条  市は、市政運営における公正を確保し、透明性を向上させる

ため、政策及び計画の立案、実施、評価及び見直しの各段階におけ

る過程及び結果について市民に分かりやすく説明するものとします。  

 

 【逐条解説案】  

  第 28条は、市政に関する説明責任について定めています。  

  情報の公開及び共有は、第６条に定める情報共有の原則にあるよ

うに、市民参画のための判断の基本となるものです。そのため、政

策 や 計 画 の 立 案 （ Plan） 、 実 施 （ Do） 、 評 価 （ Check） 、 見 直 し

（ Action）のＰＤＣＡサイクルにおける過程及び結果に関する情報

を市民に分かりやすく説明することが、議会と市長等の役割である

ことを定めています。  

 

 （応答責任）  

第 29条  市は、市民からの意見・要望・提案等に対し、迅速かつ誠実

に対応しなければなりません。  

 

《条例修正案》  

 （応答責任）  

第 29条  市は、市民からの意見、要望、提案等に対し、迅速かつ誠実

に対応するものとします。  

 

 【逐条解説案】  

  第 29条は、市民からの意見、要望、提案等に対する、議会と市長

等の応答責任について定めています。  

  市政を運営する上で、市民から市に対して様々な意見、要望、提

案、苦情などが寄せられます。これらは、市の施策や事業をより良

いものに改善するための貴重な声として受け止める必要があります。

また、一方でこのような意見などは市の施策や事業によって市民が

被った不利益の現れである場合もあります。このため、意見などの

内容と事実関係を速やかに調査し、迅速かつ誠実に対応することは

市民との信頼関係を構築する上で非常に重要なものです。  

  また、市民から民間の創造的なアイデアが盛り込まれた政策提案

がされることも想定されるため、そのような提案などを市政に反映

させることも必要となります。  

 

 （行政組織）  

第 30条  市の組織は、市民に分かりやすく、簡素で、効率的 かつ機能
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的にその目的を達成できるよう編成されなければなりません。  

２  市の組織は、適切に連携、情報交換等を行い、総合的に活動の効

果を上げるよう運営されなければなりません。  

３  市の組織は、市民と接する時には、市民の視点に立った対応に努

めるものとします。  

 

《条例修正案》  

 （行政組織）  

第 30条  市は、市民に分かりやすく、簡素かつ機能的な組織を編成す

るとともに、組織相互の連携、情報交換等が適切に行われるよう 努

めなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

  第 30条は、行政組織の編成と運営のあり方について定めています。  

  市の組織に求められる原則として、市民にとって分かりやすく、

簡素であり、機能的な組織を編成するとともに、組織相互間で連携、

情 報 交 換 等 が 適 切 に 行 わ れ る よ う 努 め る こ と に よ っ て 、 い わ ゆ る

「縦割」にならず、組織全体で市民福祉の向上を図るという目的を

達成することを確認する意味で定め ています。  

 

 【 参 考 】 地 方 自 治 法  
第 138条 の ３  普 通 地 方 公 共 団 体 の 執 行 機 関 の 組 織 は 、 普 通 地 方 公 共 団 体

の 長 の 所 轄 の 下 に 、 そ れ ぞ れ 明 確 な 範 囲 の 所 掌 事 務 と 権 限 を 有 す る 執 行
機 関 に よ つ て 、 系 統 的 に こ れ を 構 成 し な け れ ば な ら な い 。   

２  普 通 地 方 公 共 団 体 の 執 行 機 関 は 、 普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 の 所 轄 の 下 に 、
執 行 機 関 相 互 の 連 絡 を 図 り 、 す べ て 、 一 体 と し て 、 行 政 機 能 を 発 揮 す る
よ う に し な け れ ば な ら な い 。   

３  普 通 地 方 公 共 団 体 の 長 は 、 当 該 普 通 地 方 公 共 団 体 の 執 行 機 関 相 互 の 間
に そ の 権 限 に つ き 疑 義 が 生 じ た と き は 、 こ れ を 調 整 す る よ う に 努 め な け
れ ば な ら な い 。  

   

 （人事政策）  

第 31条  市は、職員と組織の能力が最大限に発揮できるよう、職員の

適切な任用及び配置に努めなければなりません。  

２  市は、職員の資質及び能力の向上のための研修システムを充実し、

自己研さんのための多様な機会の保障に努めることにより、多様化

する市民の行政需要に対応できる職員の人材育成を図らなければな

りません。  

 

《条例修正案》  

 （人事政策）  

第 31条  市は、職員と組織の能力が最大限に発揮できるよう、職員の
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適切な任用及び配置に努めなければなりません。  

２  市は、職員の能力の向上のための研修 推進体制を充実し、自己研

さんのための機会の保障に努める とともに、人事考課制度を有効に

活用することにより、多様化する市民ニーズに対応できる職員の人

材育成を図らなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

  第 31条は、職員の任用（職員の採用、昇任、降任又は転任） 、配

置、人材育成及び人事考課について定めています。  

  第１項では、第 30条に定める内容を達成するために、職員と組織

の能力が最大限に発揮できるよう、職員の適切な任用と 適所適材の

配置に努めなければならないことを定めています。  

  第２項では、職員の能力を向上するための研修推進体制を充実す

ることにより、自己研さんの機会の保障に努めること並びに人事考

課制度の構築による制度の有効的な活用によって、多様化する市民

ニーズに対応できる職員を育成しなければならないことを定めてい

ます。  

 
 【 参 考 】 地 方 公 務 員 法  

（ 任 用 の 根 本 基 準 ）   
第 15条  職 員 の 任 用 は 、 こ の 法 律 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 受 験 成 績 、 勤 務

成 績 そ の 他 の 能 力 の 実 証 に 基 い て 行 わ な け れ ば な ら な い 。  
（ 研 修 ）   

第 39条  職 員 に は 、 そ の 勤 務 能 率 の 発 揮 及 び 増 進 の た め に 、 研 修 を 受 け る
機 会 が 与 え ら れ な け れ ば な ら な い 。   

２  前 項 の 研 修 は 、 任 命 権 者 が 行 う も の と す る 。   
３  地 方 公 共 団 体 は 、 研 修 の 目 標 、 研 修 に 関 す る 計 画 の 指 針 と な る べ き 事

項 そ の 他 研 修 に 関 す る 基 本 的 な 方 針 を 定 め る も の と す る 。   
４  人 事 委 員 会 は 、 研 修 に 関 す る 計 画 の 立 案 そ の 他 研 修 の 方 法 に つ い て 任

命 権 者 に 勧 告 す る こ と が で き る 。   
（ 勤 務 成 績 の 評 定 ）   

第 40条  任 命 権 者 は 、 職 員 の 執 務 に つ い て 定 期 的 に 勤 務 成 績 の 評 定 を 行 い 、
そ の 評 定 の 結 果 に 応 じ た 措 置 を 講 じ な け れ ば な ら な い 。   

２  人 事 委 員 会 は 、 勤 務 成 績 の 評 定 に 関 す る 計 画 の 立 案 そ の 他 勤 務 成 績 の
評 定 に 関 し 必 要 な 事 項 に つ い て 任 命 権 者 に 勧 告 す る こ と が で き る 。  

 

 （政策法務）  

第 32条  市は、自主的かつ自律的な市政運営を行なうため、条例、規

則等を制定する権限を十分に活用するとともに、法令の自主的な解

釈及び運用に努めなければなりません。  

 

【条例修正案】  

 （政策法務）  

第 32条  市は、自主的かつ自律的な市政運営を行うため、条例、規則
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等を制定する権限を適切に行使するとともに、法令等の適切かつ自

主的な解釈及び運用に努めなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

  第 32条は、自主自律の市政運営の確立に向けて 、政策法務に積極

的に取り組むことを明らかにするために定めたものです。  

  「政策法務」とは、法令等（法律や条例など）を課題解決や政策

実 現 の た め の 手 段 と し て と ら え 、 そ の た め に ど の よ う な 立 法 ・ 運

用・訟務が求められるかを検討・評価し、実行することです。  

  平成 12年４月の地方分権一括法の施行により、国と地方自治体の

関係が「上下・主従」の関係から「対等・協力」の関係に見直され

たことに伴って、地方自治法も改正され各自治体が地域の行政ニー

ズに即した行政運営を進めていくために、 関係法体系の中で自主的

に法令を解釈することが認められるとともに、条例制定権が拡大さ

れました。（地方自治法第２条第 12項）これを踏まえ、市はこうし

た権限を十分に活用しながら、条例、規則等の制定又は改廃、法令

の解釈に努めること、すなわち政策法務を積極的に行うことを定め

ています。  

 
 【 参 考 】 地 方 自 治 法  
 第 ２ 条   

12 地 方 公 共 団 体 に 関 す る 法 令 の 規 定 は 、 地 方 自 治 の 本 旨 に 基 づ い て 、 か
つ 、 国 と 地 方 公 共 団 体 と の 適 切 な 役 割 分 担 を 踏 ま え て 、 こ れ を 解 釈 し 、
及 び 運 用 す る よ う に し な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、 特 別 地 方
公 共 団 体 に 関 す る 法 令 の 規 定 は 、 こ の 法 律 に 定 め る 特 別 地 方 公 共 団 体 の
特 性 に も 照 応 す る よ う に 、 こ れ を 解 釈 し 、 及 び 運 用 し な け れ ば な ら な い 。   

 

 （法令遵守及び公益目的通報）  

第 33条  市は、市政運営の透明性の向上を図るとともに、公正な職務

の執行を推進するため、法令遵守制度について必要な措置を講ずる

よう努めなければなりません。  

２  市は、市政運営上の違法行為及び公益の損失を防止するため、職

員の公益目的通報に関する制度について必要な措置を講ずるよう努

めなければなりません。  

 

《条例修正案》  

 （法令遵守及び公益目的通報）  

第 33条  市は、市政運営の透明性の 向上を図るとともに、公正な職務

の執行を確保するため、法令遵守制度について必要な措置を講ずる

よう努めなければなりません。  

２  市は、市政運営上の違法行為及び公益の損失を防止するため、職
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員の公益目的通報に関する制度について必要な措置を講ずるよう努

めなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

  第 33条は、市民に信頼される市政運営を行う上で不可欠となる市

の法令遵守制度並びに法令遵守を確保するための公益目的通報制度

の必要性について定めています。  

  国内では市町村長や市町村議会の議員、市町村の職員などが関わ

る事件などが社会問題となっており、このような事件が 本市におい

て発生した場合、市民の利益を損なうばかりでなく市政への信頼を

もなくすことになります。そこで第１項では、適法かつ公正な市政

運営を行うためには、議員や市長をはじめ、実務を担う職員一人ひ

とりが法令を正しく理解し解釈するとともに、これを遵守すること

により公正な職務の執行を確保するため、市は、 必要な措置を講ず

るよう努めなければならないことを定めています。  

  第２項では、市政を運営する上において、違法行為の発生や、違

法行為等に伴う公益の損失を防止するため、そのよう な場に遭遇し

たり、事実を発見した場合には、直ちに担当の部署へ通報を行うこ

とを義務付けるとともに、通報者となった職員等を保護するための

公益目的通報に関する制度を設けるよう努めなければならないこと

を定めています。このような制度を設けることによって、不祥事の

発生や隠ぺいへの抑止力とすることが重要です。  

 

 （行政手続）  

第 34条  執行機関は、市民の権利及び利益を保護するため、別に条例

で定めるところにより、処分、行政指導及び届出に関する手続に関

し、公正の確保及び透明性の向上を図らなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

  第 34条は、市民の権利及び利益を保護するための市の行政手続に

ついて定めています。  

  行政手続に関しては、既に「西脇市行政手続条例（平成 17年西脇

市条例第 20号）が施行されており、実務はこれに基づいて進められ

ます。  

  行 政 手 続 と は 、 市 民 か ら 公 的 な 事 務 処 理 （ 各 種 申 請 、 許 可 手 続

等）を請求されたときに、その事務処理の基準（処理日数、判断基

準、公開条件等）をあらかじめ示すことによって行政事務の公正性

と透明性を確保し、市民の権利や利益を保護する制度で、 ○○に関

する許可申請があった場合、許可に必要な日数や審査の基準を明ら

かにすることによって、行政の事務の遅延や恣意的な取扱いを防ぎ、
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透明性の向上を図ろうと するものです。  

   
 【 参 考 】 西 脇 市 行 政 手 続 条 例  
  （ 目 的 等 ）  

第 １ 条  こ の 条 例 は 、 行 政 手 続 法 （ 平 成 ５ 年 法 律 第 88号 。 以 下 「 法 」 と い
う 。 ） 第 ３ 条 第 ３ 項 に お い て 法 第 ２ 章 か ら 第 ５ 章 ま で の 規 定 を 適 用 し な
い こ と と さ れ た 処 分 、 行 政 指 導 及 び 届 出 に 関 す る 手 続 に 関 し て 共 通 す る
事 項 を 定 め る こ と に よ り 、 行 政 運 営 に お け る 公 正 の 確 保 と 透 明 性 （ 行 政
上 の 意 思 決 定 に つ い て 、 そ の 内 容 及 び 過 程 が 市 民 に と っ て 明 ら か で あ る
こ と を い う 。 ） の 向 上 を 図 り 、 も っ て 市 民 の 権 利 利 益 の 保 護 に 資 す る こ
と を 目 的 と す る 。  

２  処 分 、 行 政 指 導 及 び 届 出 に 関 す る 手 続 に 関 し 、 こ の 条 例 に 規 定 す る 事
項 に つ い て 、 他 の 条 例 に 特 別 の 定 め が あ る 場 合 は 、 そ の 定 め る と こ ろ に
よ る 。  

 

 （危機管理）  

第 35条  執行機関は、安全で安心な市民生活を確保するため、常に不

測の事態に備え、市民の生命、身体又は財産に重大な被害が生じ、

又は生じるおそれがある事態（以下「災害等」という。）に 的確に

対応するための体制を整備しなければなりません。  

２  執行機関は、災害等の発生時には、市民及び関係機関と連携 し、

速やかに状況を把握し、的確に対処しなければなりません。  

３  市民は、災害等の発生時に安全確保を図るとともに、 自らが果た

すべき役割を認識し、相互に協力して対処しなければなりません。  

 

《条例修正案》  

 （危機管理）  

第 35条  執行機関は、安全で安心な市民生活を確保するため、常に 災

害等の不測の事態に備え るとともに、的確に対応するための体制を

整備しなければなりません。  

２  執行機関は、災害等の発生時には、市民及び関係機関と連携し、

速やかに状況を把握し、的確に対処しなければなりません。  

３  市民は、災害等の発 生時には、自らの安全を確保するとともに、

果たすべき役割を認識し、相互に協力して対処しなければなりませ

ん。  

 

 【逐条解説案】  

  第 35条は、安全で安心な市民生活を確保するための執行機関の責

務と、災害の発生時における市民と執行機関の役割を定めています。  

  第１項でいう「災害等」とは、市民の生命、身体又は財産に重大

な被害が生じ又は生じる恐れがある場合をいいます。執行機関は、

安全で安心な市民生活を確保するため、常に災害や大規模な事故 な

どの不測の事態に備え、日ごろから西脇市地域防災計画などの計画
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の策定やハザードマップ等の作成を行うなど、市民の生命、身体、

財産を守るために必要な体制を整備しなければならないことを定め

ています。  

  第２項では、災害等の発生時には、執行機関は地域の消防団、ボ

ランティア等の市民や消防本部、自衛隊、警察などの関係機関と連

携し、速やかに情報収集を行い、被害状況の把握や被害拡大の予測

などを行うとともに、ライフラインの確保、避難誘導や炊き出し等、

必要な作業や支援を実施するなど的確に対処しなければならないこ

とを定めています。  

  第３項では、日ごろから市民一人ひとりが「自助・共助」といっ

た意識を持ち、大規模な災害等が発生した非常時には、まず、自分

や家族の安全を確保した上で、近隣の住民と協力し、一人暮らしの

高齢者や体の不自由な人たちの救助活動を実践し、的確に対処しな

ければならないという市民の役割を定めています。  

 

 （財政運営の基本方針）  

第 36条  市長は、総合計画を実現するための中・長期計画を定め、行

政評価を踏まえて、財源を効果的かつ効率的に活用し、 自主的かつ

健全な財政運営を行わなければなりません。  

 

《条例修正案》  

 （財政運営の基本方針）  

第 36条  市長は、総合計画を実現するための財政計画を定めるととも

に、行政評価を踏まえ、財源を効率的かつ効果的に活用し、健全な

財政運営を行わなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

  第 36条は、自立した市政運営の基礎となる健全な財政運営を行う

ための基本方針を定めています。  

  市の財政は、一定の期間に達成すべき目標を設定し、実現するた

めの手法を体系化した総合計画に基づき財政計画を定めます。さら

にこれらの計画に基づく事業の目標到達度を明らかにし、次の計画

や予算、その実施に反映させる行政評価に基づいて、財源を効果的

かつ効率的に活用できるように、健全な財政運営を 行わなければな

らないことを定めています。  

 

 （予算編成、執行及び決算）  

第 37条  市長は、予算の編成及び執行に当たっては 、本条例及び総合

計画を踏まえて行い、最小の経費で最大の効果をあげられるよう努

めなければなりません。  
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２  市長は、市の事務の予定及び進行状況が明らかになるよう予算の

執行計画を策定しなければなりません。  

３  市長は、予算の編成過程も含め、市民が予算及び決算を具体的に

把握できるよう分かりやすく情報を提供するものとします。  

 

《条例修正案》  

 （予算編成、執行及び決算）  

第 37条  市長は、予算の編成及び執行に当たっては 、本条例及び総合

計画を踏まえ、最尐の経費で最大の効果を 発揮できるよう努めなけ

ればなりません。  

２  市長は、予算の編成方針を明らかにするとともに 、市民が予算及

び決算を具体的に把握できるよう分かりやすく情報を提供するもの

とします。  

 

 【逐条解説案】  

  第 37条は、予算編成、執行及び決算の基本的な事項を定めていま

す。  

  第１項では、予算の編成や執行に当たっては、本条例に定める財

政運営の基本方針及び総合計画を踏まえて行うことを定めています。

また、地方自治法に定められている「行政運 営効率化の原則」（地

方自治法第２条第 14項）の観点から、地域の諸資源（人材、自然、

歴史、文化、地域活動など）や経営資源（人・モノ・カネ・情報・

時間）を最大限に活用して、最尐の経費で最大の効果を発揮するこ

とができるよう予算を編成し執行しなければならないことを定めて

います。  

  第２項では、予算の編成方針を明らかにすることと併せて、 予算

及び決算に関する説明書などをさらに充実し、市民が予算及び決算

の内容について具体的に把握できるように、分かりやすく情報を提

供することを定めています。  

 
 【 参 考 】 地 方 自 治 法 （ 第 ２ 条 ）  

14 地 方 公 共 団 体 は 、 そ の 事 務 を 処 理 す る に 当 つ て は 、 住 民 の 福 祉 の 増 進
に 努 め る と と も に 、 最 尐 の 経 費 で 最 大 の 効 果 を 挙 げ る よ う に し な け れ ば
な ら な い 。  

 

 （財産管理）  

第 38条  市長は、市が保有する財産の適正かつ計画的な管理及び運用

に努めるとともに、市の財産の保有状況についての情報を求められ

た場合は、速やかに公開しなければなりません。  
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 （財政状況の公表）  

第 39条  市長は、予算の執行状況並びに財産、地方債及び一時借入金

の現在高その他財政に関する状況について、 所見を付して分かりや

すく公開しなければなりません。  

 

《条例修正案》  

 （財産管理及び財政状況の公表）  

第 38条  市長は、市が保有する財産の適正かつ計画的な管理及び運用

に努めるとともに、予算の執行状況並びに財産、地方債及び一時借

入金の現在高その他財政に関する状況について、分かりやすく 公表

しなければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

  第 38条は、市が保有する財産の管理運営とともに財政運営に係る

透明性の向上を図るため、財政の基本的な事項について 公表するこ

とを定めています。  

  「財産」とは、公有財産、物品及び債権並びに基金のことです。

（地 方 自治 法 第 237条） 。 市長 は こ れら の 市が 保 有す る財 産 を常 に

良好な状態で、維持保全し、その目的や用途に従って最も経済的か

つ効率的に利用されるように努めるとともに、市の財政状況に関す

る諸表を分かりやすく公開しなければならないことを定めています。  

財政状況公表については、市民に関心を持っていただくため、そ

の公 表 が義 務 付け られ て いま す （地 方自 治 法第 243条 の３ 第 １項 ）

し、公有財産や基金については、それぞれ条例や規則でその管理等

について詳細にその取扱いについて定められています。  

  また、西脇市財政状況の作成及び公表に関する 条例（平成 17年西

脇市条例第 55号）においても、その公表について定めています。国

においても地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19年６

月 22日法律第 94号）が制定され、地方公共団体の財政状況を「健全

化判断比率等」（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比

率、将来負担比率、資金負担比率）で客観的に表すことを定めてい

ます。これに基づき地方自治体は、前年度の決算に基づく「健全化

判断比率等」をその算定資料とともに監査委員の審査に付した上で

議会に報告し、公表しなければならないこととされており、予算、

決算の状況などを市のホームページで公開しています。  
 
 【 参 考 】 西 脇 市 財 政 状 況 の 作 成 及 び 公 表 に 関 す る 条 例  

（ 趣 旨 ）  
第 １ 条  地 方 自 治 法 （ 昭 和 22年 法 律 第 67号 ） 第 243条 の ３ 第 １ 項 の 規 定 に

基 づ く 歳 入 歳 出 予 算 の 執 行 状 況 並 び に 財 産 、 地 方 債 及 び 一 時 借 入 金 の 現
在 高 そ の 他 財 政 に 関 す る 事 項 （ 以 下 「 財 政 状 況 」 と い う 。 ） の 公 表 に 関
し て は 、 こ の 条 例 の 定 め る と こ ろ に よ る 。  
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 （行政評価）  

第 40条  執行機関は、効果的かつ効率的な市政運営を図るため、市の

政策等について行政評価を行 い、その結果を政策等に反映させる よ

う努めるとともに、行政評価に関する情報を分かりやすく市民に公

表しなければなりません。  

２  執行機関は、前項の行政評価について 、市民、専門家等による外

部評価の仕組みを整備するよう努めなければなりません。  

 

《条例修正案》  

 （行政評価）  

第 40条  執行機関は、効率的かつ効果的な市政運営を図るため、市の

政策等について行政評価を行うよう努めるとともに、 行政評価に関

する情報を分かりやすく市民に公表しなければな りません。  

２  執行機関は、行政評価の実施に当たっては、必要に応じて市民等

が参画する外部評価を実施するものとします 。  

 

 【逐条解説案】  

  第 40条は、市の政策等に対する行政評価のあり方について定めて

います。  

行政評価とは、市の実施する政策、施策 、事務事業について、成

果指標等の様々な客観的指標を用いてその必要性、有効性、効率性

を継続的に点検・評価し、その結果を市の活動に反映させる仕組み

のことです。  

第１項では、効果的かつ効率的な市政運営を図るため、行政評価

を行うよう努めるとともに、市民への説明責任や行政の透明性の向

上を図るため、評価結果等の情報を分かりやすく市民に公表しなけ

ればならないことを定めています。  

第２項では、行政評価は執行機関が行うことを基本としています

が、公平性や客観性を向上させるため、必要に応じて市民や学識経

験者が参画する外部評価 を実施することを定めています。  

 

   第９章  連携  

  第９章では、国や兵庫県、他の自治体等との連携について定めて

います。  

 

 （国及び兵庫県との関係）  

第 41条  市は、自立した自治体政府として国及び兵庫県と対等の立場

に立ち、自治の発展のため、協力して適切な関係の構築に努めるも

のとします。  
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《条例修正案》  

 （国及び兵庫県との連携）  

第 41条  市は、自律した自治体として国及び兵庫県と対等の立場に立

ち、適切な役割分担を行いながら、連携して自治の推進に 努めるも

のとします。  

 

 【逐条解説案】  

  第 41条は、国や兵庫県との連携について定めています。  

  地方分権の進展により、国、都道府県及び市町村は、互いに「上

下・主従」の関係でなく、「対等・協力」の関係となり、地方公共

団体は自律した自治体として認められています。しかしながら、そ

れぞれの持つ役割に応じ、本市だけでは解決できないことについて

は兵庫県や国と協力し、解決に当たっていくことが重要であり、そ

のような適切な役割分担のもとに連携・協力す ることにより、本市

の自治を発展させていくことを定めています。  

 
 【 参 考 資 料 】 地 方 自 治 法  

第 １ 条 の ２  地 方 公 共 団 体 は 、 住 民 の 福 祉 の 増 進 を 図 る こ と を 基 本 と し て 、
地 域 に お け る 行 政 を 自 主 的 か つ 総 合 的 に 実 施 す る 役 割 を 広 く 担 う も の と
す る 。   

２  国 は 、 前 項 の 規 定 の 趣 旨 を 達 成 す る た め 、 国 に お い て は 国 際 社 会 に お
け る 国 家 と し て の 存 立 に か か わ る 事 務 、 全 国 的 に 統 一 し て 定 め る こ と が
望 ま し い 国 民 の 諸 活 動 若 し く は 地 方 自 治 に 関 す る 基 本 的 な 準 則 に 関 す る
事 務 又 は 全 国 的 な 規 模 で 若 し く は 全 国 的 な 視 点 に 立 つ て 行 わ な け れ ば な
ら な い 施 策 及 び 事 業 の 実 施 そ の 他 の 国 が 本 来 果 た す べ き 役 割 を 重 点 的 に
担 い 、 住 民 に 身 近 な 行 政 は で き る 限 り 地 方 公 共 団 体 に ゆ だ ね る こ と を 基
本 と し て 、 地 方 公 共 団 体 と の 間 で 適 切 に 役 割 を 分 担 す る と と も に 、 地 方
公 共 団 体 に 関 す る 制 度 の 策 定 及 び 施 策 の 実 施 に 当 た つ て 、 地 方 公 共 団 体
の 自 主 性 及 び 自 立 性 が 十 分 に 発 揮 さ れ る よ う に し な け れ ば な ら な い 。  

第 ２ 条  地 方 公 共 団 体 は 、 法 人 と す る 。  
２  略  
３  市 町 村 は 、 基 礎 的 な 地 方 公 共 団 体 と し て 、 第 ５ 項 に お い て 都 道 府 県 が

処 理 す る も の と さ れ て い る も の を 除 き 、 一 般 的 に 、 前 項 の 事 務 を 処 理 す
る も の と す る 。   

４  市 町 村 は 、 前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 次 項 に 規 定 す る 事 務 の う ち 、 そ
の 規 模 又 は 性 質 に お い て 一 般 の 市 町 村 が 処 理 す る こ と が 適 当 で な い と 認
め ら れ る も の に つ い て は 、 当 該 市 町 村 の 規 模 及 び 能 力 に 応 じ て 、 こ れ を
処 理 す る こ と が で き る 。   

５  都 道 府 県 は 、 市 町 村 を 包 括 す る 広 域 の 地 方 公 共 団 体 と し て 、 第 ２ 項 の
事 務 で 、 広 域 に わ た る も の 、 市 町 村 に 関 す る 連 絡 調 整 に 関 す る も の 及 び
そ の 規 模 又 は 性 質 に お い て 一 般 の 市 町 村 が 処 理 す る こ と が 適 当 で な い と
認 め ら れ る も の を 処 理 す る も の と す る 。   

６  都 道 府 県 及 び 市 町 村 は 、 そ の 事 務 を 処 理 す る に 当 つ て は 、 相 互 に 競 合
し な い よ う に し な け れ ば な ら な い 。  

 

 （他の自治体等との関係）  

第 42条  市は、共通する地域課題の解決や効果的で効率的な行政運営
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を行うため、広域事務処理、大規模災害時の相互応援など、 他の自

治体等と積極的に協力連携するものとします。  

 

《条例修正案》  

 （他の自治体等との連携）  

第 42条  市は、共通する地域課題の解決及び効率的、効果的な行政運

営を行うため、他の自治体等と積極 的に連携するものとします。  

 

 【逐条解説案】  

  第 42条は、自治体間の横の連携について定めています。  

  消防や介護認定審査会事業など地域間で共通する課題については、

広域的な事務組合などで対応することが必要です。また、効率的・

効果的な行政運営を行うためには定住自立圏構想のように近隣自治

体で連携する必要があります。  

  一方で、大規模な災害時等の対応には、近隣自治体だけでは対応

できない事態が想定されることから、遠距離の自治体とも相互支援

協定を結ぶなど、積極的に連携・協力する必要があることを定めて

います。  

 

 （国際交流）  

第 43条  市民及び市は、平和と人権を重んじる国際社会の一員として

の自覚を持ち、環境や経済、文化、教育など各分野において、海 外

の自治体や市民団体等との交流や連携を進めます。  

 

《条例修正案》  

 （都市交流及び国際交流）  

第 43条  市民及び市は、国内外の自治体、市民団体等との交流、連携

を進めるものとします。  

 

 【逐条解説案】  

  第 43条は、国内及び国外の自治体や市民団体などとの交流や連携

について定めています。  

  前条では、地域課題の解決等に向けた他の自治体との連携につい

て定めましたが、本条では、国内外の都市と友好都市や姉妹都市の

提携を結び、文化、教育、スポーツなど様々な分野で交流 ・連携を

進めることを定めています。このような 交流により異文化の理解、

豊かな人づくり、地域の活性化につなげていくことが必要です。  

  本市では、国内では北海道富良野市と友好 都市提携を、海外では

アメリカワシントン州レントン市と姉妹都市提携を結び交流を行っ

ています。  
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   第 10章  条例の位置付けと見直し  

  第 10章では、本条例の位置付けと条例の見直しについて定めてい

ます。  

 

 （最高規範性）  

第 44条  この条例は、西脇市における自治についての 最高規範であり、

市民及び市は、この条例を遵守しなければなりません。  

２  市は、他の条例、規則等の制定、改正及び 廃止並びに法令の解釈

及び運用に当たっては、この条例の趣旨を尊重し、 この条例との整

合を図らなければなりません。  

 

《条例修正案》  

 （条例の位置付け）  

第 44条  この条例は、本市における自治についての 基本規範であり、

市民及び市は、この条例を遵守しなければなりません。  

２  市は、他の条例、規則等の制定、改正及び廃止並びに法令 等の解

釈及び運用に当たっては、この条例の趣旨を尊重し、整合を図らな

ければなりません。  

 

 【逐条解説案】  

  第 44条は、この条例の位置付けについて定めています。  

  第１項では、この条例が本市における自治の基本 規範（基本を定

めるルール）であることを明らかにするとともに、自治の主体であ

る市民、議会及び行政の三者は、この条例を遵守しなければならな

いことを定めています。  

  なお、法形式的には、この条例と他の条例との間に効力の優劣を

付けることはできませんが、この条例の規定内容から、この条例は、

本市の条例体系の頂点に位置付られるものです。  

  第２項では、この条例が、その制定目的と規定内容によって、実

質的に他の条例を規律する上位条例と捉え、本市における他の条例、

規則等の制定又は改廃を行う場合や法令 等の解釈、運用をする際に

は、この条例の趣旨を尊重し、整合を図らなければならないことを

定めています。  

 

 （条例の見直し）  

第 45条  市長は、この条例の施行後４年以内又は第 27条に定める総合

計画の改訂を行う時期のいずれか早い時期に、この条例の規定につ

いて検討を加え、その結果に基づき見直し等の必要な措置を講ずる

ものとします。  

２  市長は、前項に規定する検討等を行うに当たっては、市民の意見
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を聴くために必要な措置を講じなければなりません。  

３  市長は、第１項に規定する検討等を行うに当たって、検討委員会

を設置することができます。  

 

《条例修正案》  

 （条例の運用及び見直し）  

第 45条  市長は、この条例を適正に運用するとともに、社会情勢の変

化等に応じ、適切な時期に検討を行い、その結果に基づき見直し等

の必要な措置を講ずるものとします。  

２  市長は、前項に規定する検討等を行うに当たっては、 市民の参画

を得るものとします。  

 

 【逐条解説案】  

  第 45条は、この条例の適正な運用並びに見直しの時期及び方法に

ついて定めています。  

  第１項では、この条例については、その施行に合わせて、関連す

る条例等の整備を行うなど適正に運用することと併せて、社会情勢

や経済情勢などの変化や新たに発生した課題に対応 するため、適切

な時期の見直しについて必要な措置を講ずることを定めています。  

  条例の見直しの時期については、例えば４年ごとというように一

定の期間毎に行う手法も考えられますが、近年の社会情勢の変化が

予想できないことから、特定の期限を設けず適切な時期に検討を行

い、検討の結果必要であれば見直しを行うことを定めています。  

  第２項では、この条例の見直しの際には、市民参画を得ることを

定めています。市民の意見を反映させることは、この条例の基本原

則 の 一 つ で あ る 参 画 の 基 本 と な る こ と か ら 、 こ の 条 例 の 検 討 に 当

たっては市民参画により進めてきました。 したがって、この条例の

見直しに当たっても、策定と同様に市民参画により取り組むことが

重要です。  


